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道内景気は、基調として緩やかに回復しており、北海道胆振東部地震の影響による下押し

圧力は緩和してきている。生産活動は持ち直しの動きがみられる。需要面をみると、個人消

費は、一部に弱い動きがみられるものの、緩やかに持ち直している。住宅投資は弱含みで推

移している。設備投資は持ち直しに一服感がみられる。公共投資は、弱含みで推移してい

る。輸出は、基調として持ち直している。観光は、地震の影響により外国人入国者数が２か

月連続で前年を下回った。

雇用情勢は有効求人倍率の改善が続いている。企業倒産は件数が前年を下回った。消費者

物価は、２３か月連続で前年を上回っている。

現状判断DI（北海道）
先行き判断DI（北海道）

現状判断DI（全国）
先行き判断DI（全国）
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１．景気の現状判断DI～２か月連続で上昇

景気ウォッチャー調査
（季節調整値）

（資料：内閣府）
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２．鉱工業生産～５か月ぶりに上昇

鉱工業生産・出荷・在庫指数
（季節調整済指数）

（資料：北海道経済産業局）

景気ウォッチャー調査による、１１月の景気

の現状判断DI（北海道）は１１．４ポイント上

回る５３．２と上昇した。横ばいを示す５０を１０か

月ぶりに上回った。

景気の先行き判断DI（北海道）は、前月

を４．５ポイント上回る５５．２となり、横ばいを

示す５０を２か月連続で上回った。

１０月の鉱工業生産指数は９５．１（季節調整済

指数、前月比＋１０．３％）と５か月ぶりに上昇

した。前年比（原指数）では▲１．７％と３か

月連続で低下した。

業種別では、パルプ・紙・紙加工品工業等

１２業種が前月比上昇した。石油・石炭製品工

業等４業種が前月比低下となった。

道内経済の動き

― １ ― ほくよう調査レポート ２０１９年１月号
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３．百貨店等販売額～３か月ぶりに減少

百貨店等販売額（前年比）

（資料：北海道経済産業局）

軽乗用車小型車 前年比（右目盛）普通車
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４．乗用車新車登録台数～３か月ぶりに増加

乗用車新車登録台数

（資料：�日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会）

その他プロサッカー 総来場者（前年比、右目盛）プロ野球

千人 ％
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５．札幌ドーム来場者～３か月連続で減少

札幌ドーム 来場者数

（資料：㈱札幌ドーム）

１０月の百貨店・スーパー販売額（全店ベー

ス、前年比▲１．２％）は、３か月ぶりに前年

を下回った。

百貨店（前年比▲１．７％）は、その他以外

の品目が前年を下回った。スーパー（同

▲１．０％）は、５か月ぶりに前年を下回っ

た。品目別では飲食料品以外は前年を下回っ

た。

コンビニエンスストア（前年比▲２．３％）

は、２か月ぶりに前年を下回った。

１０月の乗用車新車登録台数は、１３，６８２台

（前年比＋９．６％）と３か月ぶりに前年を上

回った。車種別では、普通車（同＋１４．０％）、

小型車（同＋６．４％）、軽乗用車（同＋８．７％）

となった。

４～１０月累計では、１０５，６６２台（前年比

▲２．４％）と前年を下回っている。内訳は普

通車（同▲２．５％）、小型車（同▲４．８％）、軽

乗用車（同＋０．４％）となった。

１０月の札幌ドームへの来場者数は、１４０千

人（前年比▲３．１％）と３か月連続で前年を

下回った。内訳は、プロ野球１２０千人（同

＋１１．２％）、サッカー０千人（同▲１００％）、

その他が２１千人（同＋１１０．１％）だった。

道内経済の動き
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持家 貸家 給与 前年比（右目盛）分譲
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６．住宅投資～２か月ぶりに増加

住宅着工戸数

（資料：国土交通省）
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前年比（右目盛）

７．建築物着工床面積～６か月連続で減少

民間非居住用建築物（着工床面積）

（資料：国土交通省）

%億円

請負金額 前年比（右目盛）
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８．公共投資～７か月ぶりに増加

公共工事請負金額

（資料：北海道建設業信用保証㈱ほか２社）

１０月の住宅着工数は３，８４６戸（前年比

＋５．３％）と２か月ぶりに前年を上回った。

利用関係別では、持家（同＋６．１％）、貸家

（同▲１．４％）、給与（同＋５０．０％）、分譲（同

＋３２．１％）となった。

４～１０月累計では２４，５２７戸（前年比

▲３．５％）と前年を下回った。利用関係別で

は、持家（同▲１．９％）、貸家（同▲４．９％）、

給与（同▲５．４％）、分譲（同▲０．４％）と

なった。

１０月の民間非居住用建築物着工面積は、

１６６，９５３㎡（前年比▲８．３％）と６か月連続で

前年を下回った。業種別では、製造業（同

▲４１．７％）、非製造業（同▲５．０％）であっ

た。

４～１０月累計では、１，２５６，５１１㎡（前年比

▲１７．２％）と前年を下回っている。業種別で

は、製造業（同▲８．４％）、非製造業（同

▲１８．１％）といずれも前年を下回っている。

１１月の公共工事請負金額は２６８億円（前年

比＋５．５％）と７か月ぶりに前年を上回っ

た。

発注者別では、国（同＋２８．２％）、市町村

（同＋９．２％）、その他（同＋７４．９％）が前年

を上回った。独立行政法人（同▲１３．０％）、

北海道（同▲１７．４％）、が前年を下回った。

４～１０月累計では、７，０７１億円（同

▲３．８％）と前年を下回っている。

道内経済の動き
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航空機 ＪＲ フェリー 前年比（右目盛）
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９．来道者数～２か月連続で減少

来道者数

（資料：�北海道観光振興機構）
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１０．外国人入国者数～２か月連続で減少

外国人入国者数

（資料：法務省入国管理局）
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１１．貿易動向～輸出が２か月ぶりに増加

貿易動向

（資料：函館税関）

１０月の国内輸送機関利用による来道客数

は、１，１３２千人（前年比▲７．３％）と２か月連

続で前年を下回った。輸送機関別では、JR

（同▲１８．２％）、航空機（同▲６．７％）、フェ

リー（同▲４．２％）となった。

４～１０月累計では、８，２９８千人（同▲４．３％）

と前年を下回っている。

１０月の道内空港・港湾への外国人入国者数

は、１２０，５１４人（前年比▲１２．３％）と２か月

連続で前年を下回った。４～１０月累計では、

９９１，６２１人（同＋７．９％）と前年を上回ってい

る。

空港・港湾別では、新千歳空港が１０７，６８９

人（前年比▲１２．４％）、旭川空港が１，３１６人

（同＋８３．３％）、函館空港が６，５６０人（同

▲２３．５％）だった。

１０月の貿易額は、輸出が前年比１２．１％増の

３５２億円、輸入が同２２．５％増の１，１６０億円だっ

た。

輸出は、一般機械、魚介類・同調整品、電

気機器などが増加した。

輸入は、石油製品、石油ガス類、再輸入品

などが増加した。

輸出は、４～１０月累計では２，３５６億円（前

年比＋８．１％）と前年を上回っている。

道内経済の動き
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有効求人倍率 新規求人数（右目盛）
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１２．雇用情勢～改善が進んでいる

有効求人倍率（常用）、新規求人数（前年比）

（資料：北海道労働局）
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１３．倒産動向～件数は３ヶ月連続で減少

企業倒産（負債総額１千万円以上）

（資料：㈱東京商工リサーチ）
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2015年
＝100.0

１４．消費者物価指数～２３か月連続で前年を上回る

消費者物価指数

（資料：総務省、北海道）

１０月の有効求人倍率（パートを含む常用）

は、１．２１倍（前年比＋０．０５ポイント）と１０５

か月連続で前年を上回った。

新規求人数は、前年比＋６．７％と２か月ぶ

りに前年を上回った。業種別では、医療・福

祉（同＋１０．１％）、サービス業（同＋９．６％）、

建設業（同＋９．８％）などが前年を上回っ

た。宿泊・飲食サービス業（同▲８．３％）、情

報通信業（同▲５．７％）が減少した。

１１月の企業倒産は、件数が１８件（前年比

▲３３．３％）、負債総額が２０億円（同▲５６．８％）

だった。件数は３か月連続で下回った。

業種別ではサービス・他が７件で最多とな

り、小売業が６件、建設業が２件などとなっ

た。

１０月の消費者物価指数（生鮮食品を除く総

合指数）は、１０２．９（前月比＋０．４％）となっ

た。前年比は＋１．９％と、２３か月連続で前年

を上回った。

生活関連重要商品等の価格について、１０月

の動向をみると、食料品・日用雑貨等の価格

はおおむね安定している。石油製品の価格は

調査基準日（１１月１０日）時点で前月比、灯油

は値上がりし、ガソリン価格は値下がりと

なった。

道内経済の動き
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実質経済成長率（％） 北海道 全国

（注）１. 全国は内閣府調べ。2018年度は日本銀行政策委員「大勢見通し｣(11月時点)の中央値。
　　　２. 北海道は北海道経済部調べ。2016年度以降は当行推計。
　　　３. 平成23年暦年連鎖価格方式。
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北海道経済の現状は、北海道胆振東部地震の影響が残るものの、緩やかに回復基調が

続いている。個人消費は一部に弱い動きがみられるものの、緩やかに持ち直している。

公共投資は弱含みとなっている。住宅投資は減少している。この間、景況感の現状判断

には北海道胆振東部地震の影響による下押し圧力がみられる。

２０１９年度の北海道経済を需要項目別に展望すると、個人消費は、雇用・所得環境の改

善が下支えするものの、消費税増税の影響から持ち直しのペースは鈍化しよう。住宅投

資は、金融環境の変化などから貸家の減少が引き続き見込まれるが、持家・分譲が持ち

直し横ばい圏内で推移しよう。設備投資は、大型建設投資の反動から高水準ながらも幾

分減少しよう。公共投資は、北海道胆振東部地震の災害復旧・復興工事本格化により、

前年を上回ろう。米中貿易摩擦など海外経済に不透明感が強いものの、足元減少してい

る外国人観光客が徐々に回復し、純移出入のマイナス幅は縮小しよう。この結果、実質

経済成長率は０．６％（２０１８年度０．４％）、名目経済成長率は１．９％（同０．６％）となろう。

２０１９年度北海道経済の見通し

要 約
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１．２０１８年度北海道経済の概況

（１）国内経済の動向

現状の国内経済は７～９月期の国内総生産

（四半期別GDP・１次速報値）が年率▲１．２％

と２四半期ぶりのマイナス成長となった。好

調であった前期の反動に加え、豪雨、台風、

地震による自然災害が経済活動を下押しする

結果となったが、一時的な減少と見込まれ景

気の緩やかな回復基調は維持されている（図

表１）。個人消費は、自然災害の下押し圧力

によって前期比減少に転じたものの、人手不

足を背景とした雇用・所得環境の改善が続く

なか底堅く推移している。住宅投資は、持

家・分譲が下支えしおおむね横ばいで推移し

ている。民間企業設備は、足元一服感がみら

れるものの、高水準の企業収益や人手不足な

どを背景として堅調に推移している。輸出

は、自然災害の影響により生産活動に影響が

出ていることや、海外経済の不透明感などか

ら減速感がみられる。

先行きについて、個人消費は、雇用・所得

環境の改善が続くなかで緩やかな持ち直しが

続くことが見込まれる。住宅投資は、横ばい

圏で推移しよう。設備投資は、人手不足を背

景とした省力化投資や研究開発投資を中心

に、引き続き増加しよう。公共投資は、２０１８

年に相次いだ自然災害からの復旧工事による

押し上げ効果が年度後半にかけ見込まれるも

のの、前年を下回ろう。輸出は、米中貿易摩

擦による中国経済の減速などにより、伸びは

鈍化しよう。

これらのことから、国内経済は２０１７年度に

比べ減速するものの、緩やかな回復が続くも

のとみられる。

（２）北海道経済の動向

現状の北海道経済は、北海道胆振東部地震

の影響が残るものの、緩やかな回復基調が続

いている。個人消費は、一部に弱い動きがみ

られるものの、雇用・所得環境の改善を背景

に緩やかに持ち直している。設備投資は堅調

に推移している。公共投資は弱含みとなって

いる。住宅投資は減少している。

内閣府が発表した本年１０月の『景気ウォッ

チャー調査』では、北海道の景気の現状判断

DI（季節調整値）は北海道胆振東部地震の

影響による下押し圧力が残るなど、好不況の

判断の目安となる５０を９か月連続で下回って

いる。また、先行き判断DI（季節調整値）

は、前月を３．５ポイント上回る５０．７となって

いる（図表２）。

今後を展望すると、個人消費は、冬場に向

かうなかでエネルギー価格の高止まりが消費

者マインドの重荷となり伸びは鈍化するもの

の、雇用・所得環境の改善が下支えし緩やか

図表１ 実質GDP成長率の内訳（全国）

（資料：内閣府「四半期別GDP速報２０１８年７‐９月期・１次速報）」

２０１９年度北海道経済の見通し
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な持ち直しが続くことが見込まれる。住宅投

資は、年度後半にかけて消費税増税の駆込み

需要が幾分見込まれるものの、金融環境の変

化などから貸家の減速が続き、前年を下回ろ

う。設備投資は、ホテルを中心とした観光関

連投資や再開発事業の進行、エネルギー部門

の大型投資のほか、人手不足に対応した省力

化投資も増加し、高水準の前年を上回ろう。

公共投資は、台風などによる大雨被害や北海

道胆振東部地震の復旧・復興に向けた補正予

算の一部執行が見込まれる。観光関連では、

インバウンドの入込みは北海道胆振東部地震

の影響により足元で減少しているが、「北海

道ふっこう割」の政策効果などにより回復に

向かおう。原油高による輸入額の増加は、名

目道内成長率を押し下げよう。

以上の経済状況を勘案すると、２０１８年度の

道内経済成長率は、実質経済成長率０．４％

（２０１７年度０．９％）、名目経済成長率０．６％（同

０．９％）となろう。

２．２０１９年度北海道経済の見通し

（１）国内経済の概要

２０１９年度の国内経済は、内需では、２０１９年

１０月に予定される消費税増税が重荷となる

が、雇用・所得環境の改善が見込まれるな

か、個人消費は底堅く推移しよう。高水準の

設備投資や公共投資が押し上げに寄与しよ

う。外需は、米中貿易摩擦による中国経済の

減速などにより、伸びは鈍化しよう。

以上のことから、国内経済は緩やかな景気

回復が続くことが見込まれる。

需要面を見ると、個人消費は、２０１９年１０月

の消費税増税が重荷となり伸びは鈍化するも

のの、人手不足を背景とした雇用・所得環境

の持続的な改善により底堅く推移しよう。住

宅投資は増勢を牽引してきた貸家の減速が見

込まれるが、低金利が下支えし、横ばい圏の

動きとなろう。設備投資は、人手不足や企業

業績の改善を背景とした、省力化投資や研究

開発投資が押し上げし、持ち直しの動きが続

こう。公共投資は、頻発した自然災害からの

復旧・復興工事が盛り込まれた２０１８年度第一

次補正予算や、成立が見込まれる第二次補正

予算の執行、東京オリンピック・パラリン

ピックに向けたインフラ整備などにより前年

を上回ろう。輸出は、米中貿易摩擦による中

国経済の減速などにより伸びは鈍化しよう。

（２）北海道経済の概要

北海道経済は、災害復旧に向けた公共投資

の増加に加え、足元で落ち込みのみられるイ

ンバウンド消費が各種政策効果などにより回

図表２ 景気ウォッチャー調査（北海道）

（資料：内閣府）

２０１９年度北海道経済の見通し
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復が見込まれ、緩やかな回復基調を維持しよ

う。

需要面をみると個人消費は、消費税増税の

前後で駆け込み需要とその反動から振れが見

込まれるものの、今回の引上げが２％ポイン

トと２０１４年と比較し小幅であることや、軽減

税率導入のほか各種対策が講じられることか

ら、消費税増税の影響は限定的とみられ、緩

やかな持ち直しが続こう。もっとも、消費税

増税に伴い実質賃金が減少することから、持

ち直しのテンポは鈍化しよう。住宅投資は、

低金利を背景に持家・分譲が持ち直すもの

の、金融環境の変化などから貸家の減少が続

き、横ばい圏の動きとなろう。設備投資は、

大型建設投資のあった前年の反動から幾分減

少するものの、高水準を維持しよう。公共投

資は、台風などの大雨被害や北海道胆振東部

地震の復旧・復興工事が本格化し前年を上回

ろう。観光関連では、「北海道ふっこう割」

などの政策支援を背景として国内客・インバ

ウンドともに持ち直し、前年上回りに復しよ

う。

物価の動向をみると、原油価格上昇がエネ

ルギー価格を押し上げし、足元の消費者物価

指数（生鮮食品を除く総合）は２０１８年９月現

在で２２か月連続前年を上回っている（図表

３、４）。

物価の先行きを展望すると、消費者物価指

数（生鮮食品を除く総合）を押し上げてきた

エネルギー価格の上昇が一服していること

や、２０１９年度に見込まれる携帯電話料金の引

き下げ、幼児教育・保育無償化などが物価を

押し下げることから、消費税増税の影響を除

く物価上昇のペースは緩慢なものにとどまろ

う。

以上のような経済状況を勘案すると、２０１９

年度の道内経済成長率は実質成長率０．６％

（２０１８年度０．４％）、名目成長率１．９％（同

０．６％）となり、５年連続のプラス成長とな

ろう。

３．道内総生産（支出側）の動向

（１）民間最終消費支出

足元の状況をみると、一部に弱い動きがみ

られるものの、スーパーやコンビニ、ドラッ

グストアなど幅広い業態で、販売額は前年を

図表３ 図表４消費者物価指数（北海道）
（前年同月比）

原油価格の推移

（資料：総務省、北海道）
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上回る水準が続いている。（図表５、６）

個人消費に影響を与える道内の雇用・所得

環境について概観すると、当行が本年８月か

ら９月にかけて行った『雇用動向に関する調

査』において、雇用の過不足感を示す「雇用

判断DI（過剰企業割合－不足企業割合）」は

△６６と、人手不足感は前年比横ばいとなった

が、水準は２０００年の調査開始以来最も強い状

況となっている（図表７、８）。企業の人手

不足感が一段と強まるなかで、有効求人倍率

は８年以上にわたって前年を上回っている。

これらの動きを受けて、雇用環境は引き続き

改善が続こう（図表９）。

所得環境については、人員確保の観点から

賃上げによる従業員の待遇改善の動きが幅広

い業種で広がっていることを受け、現金給与

総額は前年上回りが続いている（図表１０）。

当行が本年５月から６月にかけて行った『賃

金動向に関する調査』においても、今年度、

図表７ 雇用判断DIの推移

雇用判断DI：人員が「過剰とした企業の割合」－「不足とした企業の割合」
（資料：北洋銀行）

図表５ 図表８大型店等販売額（北海道）
（前年同月比）

業種別の人員過不足感

雇用人員判断DI：人員が「過剰とした企業の割合」－「不足とした企業の割合」
（資料：北洋銀行「道内企業の雇用の現状等について」）（資料：北海道経済産業局）

図表９図表６ 有効求人倍率（北海道）乗用車新車登録台数（北海道）
（前年同月比）

（資料：北海道労働局）（資料：�日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会）
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定期給与（基本給・諸手当等）を引上げ予定

の割合は７ポイント前年を上回っている。ま

た、特別給与（賞与・期末手当等）を引上げ

予定の割合は前年から１ポイント低下したも

のの、前年並みを確保している（図表１１）。

また、２０１８年１０月以降、道内の最低賃金は時

給８３５円に引き上げられており、雇用環境の

改善を通じて道内の雇用者所得増加に寄与し

よう。

現在の人手不足の状況を鑑みれば、雇用・

所得環境は今後も改善が見込まれるが、一方

で、エネルギー価格が高止まりをしており、

需要が増加する冬場に向かうなか、消費者マ

インドの重荷となることが懸念される。あわ

せて、２０１９年１０月に予定されている消費税増

税に伴う実質賃金の減少が個人消費を下押し

しよう。

以上のように、雇用・所得環境の改善が下

支えとなり、個人消費は底堅く推移するもの

の、消費税増税の影響から前年に比べ持ち直

しのペースは鈍化することが見込まれる。

この結果、民間最終消費支出は、実質成長

率０．３％、名目成長率１．４％となろう。

（２）政府最終消費支出

２０１８年１月１日の住民基本台帳によると、

北海道の高齢者（６５歳以上）人口は前年比

１．８５％増加し、総人口に占める割合も３０．５％

と一段と高齢化が進んでいる。これを受け、

政府最終消費支出の約４割を占める現物社会

給付（医療費・介護費）は漸増が見込まれ

る。

また、好調な企業業績や人手不足を背景と

して民間企業の賃上げは続く見込みにあり、

これに比例して２０１９年度の道職員や市町村職

員の給与引き上げも見込まれ、政府最終消費

支出を押し上げよう。

この結果、政府最終消費支出は、実質成長

率０．８％、名目成長率１．３％となろう。

（３）住宅投資

２０１８年４～９月の新設住宅着工戸数は、持

家、貸家、給与、分譲（マンション・戸建）

のすべてで前年同期に比べ減少し、前年を下

回る水準（▲４．９％）となっている。

今後、２０１９年１０月に予定されている消費税

増税に伴う２０１８年度中の駆け込み需要が見込

図表１０ 図表１１名目賃金指数の推移（北海道） 賃金引上げの推移（引上げとした割合）

（資料：厚生労働省、北海道「毎月勤労統計調査」） （資料：北洋銀行）
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まれるが、住宅投資を牽引してきた貸家着工

に後退がみられ、２０１８年度の住宅投資は前年

度に比べ減少しよう。

２０１９年度について住宅投資を利用目的別に

展望すると、貸家は、金融環境の変化や、こ

こ数年の建築拡大により供給過剰感がみられ

ることから、前年を下回ろう。持家および分

譲戸建は、現状の金融政策が継続され住宅

ローン金利が引き続き低位で推移することが

見込まれることや、雇用・所得環境の持続的

改善を下支えとして持ち直そう。これらを受

け、消費税増税前後で振れは伴うものの、前

年を幾分上回ろう。分譲マンションについて

も、用地取得費用、人件費・労務費や資材価

格の上昇を背景とした販売価格の高止まりが

重荷となるものの、同様に着工戸数の持ち直

しが見込まれる。

これらを勘案すると、住宅着工戸数は、持

家が１１，３３８戸、貸家が１９，５１６戸、分譲が

３，９９２戸（分譲マンション１，７４６戸、分譲戸建

て２，２４６戸）、給与（社宅）が４０９戸、合計

３５，２５５戸となろう。総じてみれば、横ばい圏

の推移となるが、２０１８年度実績見込み

（３５，５２９戸）を２７４戸下回ろう（図表１２）。

この結果、住宅投資は、実質成長率

△１．３％、名目成長率０．１となろう。

（４）設備投資

建設投資の先行指標である民間非居住用建

築物工事予定額の２０１８年４～９月累計は、前

年同期を３．５％下回って推移しており、足元

では一服感がみられる。（図表１３）

もっとも、現状ではインバウンドの増加に

対応したホテルの新築・改装が相次ぐなど、

北海道の主力産業である観光関連業種での設

備投資が多くみられる。また、札幌市をはじ

め道内中核都市で複数の再開発事業が進行中

であるほか、エネルギー分野では、再生可能

エネルギー利用を目的とした投資もみられ

る。（図表１４）

２０１８年６月に日本政策投資銀行北海道支店

が行った『北海道地域設備投資計画調査』（原

則、資本金１億円以上の民間企業が対象）に

おいて、２０１８年度の道内設備投資計画は全産

業で前年比１１．８％増となっている（製造業・

同△１．４％、非製造業・同＋１６．０％）（図表

図表１３図表１２ 民間非居住用建築物（北海道）
（工事費予定額）

住宅着工戸数の推移（北海道）

（資料：国土交通省）（資料：国土交通省、２９年度以降は当行推計）
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１５）。また、当行が本年８月から９月にかけ

て行った『道内企業の経営動向調査』では、

中小企業の設備投資実施割合も増加基調と

なっており（図表１６）、２０１８年度設備投資

は、インバウンドの増加や人手不足などを背

景に増加しよう。

２０１９年度を展望すると、インバウンドの増

加を背景としたホテル建設が続くとともに、

エネルギー関連の大型投資や札幌を中心とし

た再開発投資の進行が見込まれる。また、人

手不足に対応した省力化投資も期待でき、堅

調な推移が見込まれる。もっとも、前述のと

おり先行指標である民間非居住用建築物工事

予定額は前年下回りで推移しており、大型建

設投資の反動から、２０１９年度の設備投資は高

水準ながらも幾分減少しよう。

この結果、設備投資は、実質成長率

△０．５％、名目成長率△０．２％となろう。

（５）公共投資

足元の公共工事請負金額をみると、台風被

害による２０１７年度の復旧工事増の反動が大き

く、２０１８年４～１０月の累計金額は前年比

４．３％減少している。年度後半にかけて、北

海道胆振東部地震の復旧・復興工事の執行が

一部見込まれるが、本格的な工事執行は来年

度以降となることから、２０１８年度の公共投資

は前年を下回ろう。（図表１７）

図表１４ 図表１６ 設備投資実施企業の割合道内での設備投資、再開発

（資料：新聞報道、市町村ホームページなどを基に当行作成） （資料：北洋銀行「道内企業の経営動向調査」）

図表１５ 図表１７２０１８年度業種別設備投資の動向 公共工事請負金額（北海道）

（資料：北海道建設業信用保証㈱ほか２社、２８年度以降は当行推計）
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２０１９年度については、北海道開発事業費

（当初予算）は概算要求内容から増加が見込

まれる。また、２０１８年度の補正予算は台風被

害に伴う２０１６年度補正予算と同規模となる見

通しにあるが、北海道胆振東部地震の復旧・

復興工事は道路主体のため、河川の被害が多

かった２０１６年度台風被害の復旧工事に比べ予

算執行のペースが速いものと想定される。

２０１９年度の公共投資は、北海道胆振東部地震

の復旧・復興工事が押し上げし前年を上回ろ

う。（図表１８）

この結果、公共投資は、実質経済成長率

５．３％、名目成長率６．１％となろう。

（６）域際取引

（Ａ）移輸出

２０１８年４～９月の貿易統計（函館税関）に

よると、財の輸出は、「鉄鋼」「一般機械」「魚

介類・同調整品」などの増加により、前年比

７．４％増で推移している。

２０１９年度については、２０１４年の自然災害に

より大きな被害を受けたホタテガイ等の水産

物の水揚げが回復しており、「魚介類・同調

整品」の輸出は前年を上回ろう。「自動車の部

分品」は工場の稼働向上により、増加に転じ

よう。一方、「化学製品」は一部工場の生産

停止の影響を受け減少しよう。加えて、米中

貿易摩擦により中国経済に減速がみられるな

ど、海外経済の不透明感の高まりは、米国や

アジア向け輸出の重荷となろう。国内向けの

財の移出も、わが国の外需及び内需が米中貿

易摩擦や消費税増税の影響から減速すること

が見込まれ、増加ペースは鈍化しよう。

観光関連では、新規航空路線の開設や、ホ

テルなどの受入れ施設の整備進展のほか、５

月の大型連休やラクビーワールドカップの開

催が追い風となり、来道客・インバウンドの

消費を押し上げよう。また、北海道胆振東部

地震の被害に対する「北海道ふっこう割」な

どの政策支援が奏功し、インバウンドを含め

た道外観光客の入込数と消費額は増加しよ

う。加えて、インバウンドの増加が「北海道

ブランド」の浸透に寄与し、アジア向けチー

ズなどの農畜産品の輸出を一定程度押し上げ

よう（図表１９、２０、２１）。

（Ｂ）移輸入

２０１８年４～９月の貿易統計（函館税関）に

よると、財の輸入は「原油・粗油」「石油製

品」「石炭」などが増加し、前年を１８．１％上

回っている。（図表２２）。大きなウェイトを占

める「原油・粗油」などの鉱物性燃料は、原

油価格上昇によって輸入額が押し上げられて

おり、２０１８年度の道内輸入額は前年を上回ろ

う。一方、移入は、道内需要（個人消費・災

図表１８ 北海道胆振東部地震の被害状況

（注）北海道、JR北海道の調査・推計（２０１８年１０月５日現在）

２０１９年度北海道経済の見通し

― １４ ―ほくよう調査レポート ２０１９年１月号

ｏ．２７０（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／００６～０１９　３１年度北海道経済見通し  2018.12.19 14.33.17  Page 14 



14.9
16.5

15.214.914.5
15.6

8.5

6.7

6.5
3.5

0.6
-2.7

-5.5

20.0

15.0

10.0

5.0

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

0

5

10

15

20

2015 2016 2017 2018

230

275
300 320

0

50

100

150

200

250

300

350

2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

7.0

8.0

9.0

10.0

0

100

200

300

400

500

2015 2016 2017 2018

(%)

害復旧に伴う公共投資・高水準の設備投資な

ど）の持ち直しにより増加しよう。

２０１９年度を展望すると、輸入の大きなウェ

イトを占める鉱物性燃料は、化学品工場の業

態転換や原油価格上昇に伴う押し上げ効果の

剥落により、輸入の伸びが鈍化しよう。

移入は、道内需要の回復ペースが鈍化する

ことが見込まれ、増加ペースは緩やかとなろ

う。

４．道内総生産（生産側）の動向

（１）一次産業

２０１８年度は、農業では、天候不順によって

コメの収穫量が前年に比べ１割以上落ち込む

見込みであり、小豆などのその他の作物につ

いても夏場に続いた大雨や台風による農地の

被害によって収穫量減少が見込まれる。ま

た、畜産部門の生乳生産量は、長雨による牧

草の品質低下や、９月に発生した北海道胆振

東部地震による停電の影響で出荷前の廃棄や

乳牛の飼育環境悪化が生じ、小幅な増加にと

どまろう。これらを受け、農業の総生産は前

年を下回ろう。林業は、木質バイオマスでの

需要などが追い風となる環境にはあるが、前

述の地震など自然災害の影響や住宅着工戸数

の減少から、総生産は減少しよう。水産業

は、生産高の約３割を占め輪採制を取るホタ

テガイが過去の台風被害から回復し、水揚げ

図表１９ 図表２１訪日外国人１人当たり旅行支出推移
（全国）

利用交通機関別の来道客数

（資料：国土交通省 観光庁） （資料：�北海道観光振興機構）

図表２０ 図表２２訪日外国人来道者数（実人数） 貿易動向

（資料：北海道経済部、２９年度以降は当行推計）
※平成２２年度以降は新算定方式により調査しており、それ以前の
数値とは接続しない （資料：函館税関）
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が増加している。さらにサンマもオホーツク

海で暖水塊の停滞がなかったことなどによ

り、過去最低水準だった前年実績から回復が

見込まれる。一方で、原油価格上昇を背景と

して中間投入金額が上昇しており、水産業の

総生産は減少しよう。

２０１９年度は、生乳の生産ライン復旧がプラ

ス要因となるが、前年の長雨の影響から牧草

の品質が低下しており、生乳生産量は前年か

ら小幅な上回りとなろう。２０１８年度に９年ぶ

りの不良となったコメの生産は、天候のマイ

ナス要因がないものと想定し回復を見込ん

だ。これらのことから、農業は前年比増加し

よう。もっとも、農地には豪雨被害によるダ

メージが残り、伸び率自体は小幅なものとな

ろう。林業はバイオマス発電の新規事業が計

画されているが、住宅着工戸数の減少が見込

まれ、前年を小幅に下回ろう。水産業は、過

去の台風被害の影響がなくなったホタテガイ

の漁獲量増加が続こう。その他の魚種は、海

水温の上昇などによる気候要因や近年問題と

なっている資源の減少から前年程度を見込ん

だ。原油価格上昇に伴う燃料価格上昇が重荷

となるが、水産業の生産額は前年を上回ろ

う。

この結果、第一次産業の総生産は前年比

０．４％増となろう。

（２）二次産業

足元の状況をみると、北海道内の鉱工業生

産活動の全体的な水準を示す鉱工業生産指数

は４か月連続で下降が続いている。２０１８年度

前半は生産ライン増設のあった「輸送機械工

業」の増加がみられたが、足元では、地震に

よる工場の稼働停止や米中貿易摩擦に伴う輸

出減少への警戒感から、堅調に推移してきた

「鉄鋼業」「輸送機械工業」に陰りがみられ

る。一方、地震からの復旧工事のための土石

製品などの増産が見込まれ、総じてみれば、

製造業の生産水準は持ち直しの動きとなろ

う。

２０１９年度を展望すると、道内の主力である

「食料品工業」は漁獲量の低迷や自然災害に

よる農産物への被害によって、原材料確保が

困難となっており停滞が見込まれる。一方、

これまで堅調に推移してきた「輸送用機械工

業」や「鉄鋼業」は、国内外の需要の高まり

を背景に増加を見込むが、米中貿易摩擦の影

響の進展によっては下押し圧力がかかること

には留意が必要である。「窯業・土石製品工

業」や「金属製品工業」は、土木・建設需要

の増加によって増加が見込まれる。「化学工

業」は、大手工場の業態転換により減少しよ

う。「紙・パルプ工業」も大手工場の生産の撤

退やライン縮小により前年を下回ろう。総じ

てみれば、製造業の総生産は前年比１．４％増

となろう。

２０１８年度の建設業は、都市再開発関連やホ

テルなどの非居住用民間建設投資が増加した

ものの、貸家の減速による住宅着工戸数の減

少や２０１６年度にあった台風被害の復旧工事減

少により前年下回りが見込まれる。

２０１９年度の建設業を展望すると、民間工事

は大型開発案件の一部が竣工したことや、貸
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家の減速に伴い、横ばい圏で推移することが

見込まれる。一方、北海道胆振東部地震の復

旧・復興工事の本格化から公共工事が大きく

増加しよう。総じてみれば、公共工事の増加

が寄与し、総生産は前年比３．８％増となろ

う。

この結果、二次産業の総生産は前年比

２．５％増となろう。

（３）三次産業

２０１８年度は、小売業では、９月の北海道胆

振東部地震発生以降、インバウンド消費が停

滞し百貨店の販売額が落ち込む一方、地震の

影響から備蓄品やアウトドア用品などの需要

が伸び、スーパーやドラッグストア、ホーム

センターなどで販売の増加がみられた。宿

泊・飲食サービス業は、インバウンドの活況

を受け堅調に推移していたが、地震による落

ち込みがみられる。足元では「北海道ふっこ

う割」などによって客足は国内客を中心に回

復しつつあり、通年では横ばい圏となろう。

２０１９年度は、卸売・小売業が、雇用・所得

環境の改善が続くなか底堅く推移することが

見込まれる。もっとも、消費税増税の影響は

軽減税率の導入や各種経済対策が講じられる

ことなどから限定的と見込まれるものの、消

費税増税後は実質所得の減少から伸びは鈍化

しよう。宿泊・飲食サービス業は、観光ホテ

ルの相次ぐ開業や官民挙げた地震からの復興

対策が奏功し、前年を上回ろう。年度中に携

帯電話料金の値下げが見込まれる情報通信業

は、前年を下回ろう。高齢化の進展に伴い、

医療・介護関連も安定した推移が続こう。

この結果、三次産業の総生産は前年比

１．６％増となろう。

（２０１８年１２月１０日発表）

２０１９年度北海道経済の見通し

― １７ ― ほくよう調査レポート ２０１９年１月号

ｏ．２７０（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／００６～０１９　３１年度北海道経済見通し  2018.12.19 14.33.17  Page 17 



統計表１ 道内総生産（支出側）
（単位：億円、％）

項 目

名 目 値 （ ）内は前年度比伸び率 実 質 成 長 率

２０１７年度

（実績見込み）

２０１８年度

（見通し）

２０１９年度

（見通し）
２０１７年度 ２０１８年度 ２０１９年度

民間最終

消費支出

１２１，７１１

（１．６）

１２３，６９５

（１．６）

１２５，４４１

（１．４）
０．９ ０．６ ０．３

政府最終

消費支出

４７，２４４

（１．０）

４７，７０８

（１．０）

４８，３２８

（１．３）
０．４ ０．９ ０．８

総固定

資本形成

３９，６８６

（２．５）

４０，１１８

（１．１）

４１，０７９

（２．４）
１．２ ０．０ １．７

住宅投資

設備投資

公共投資

５，７１５

（２．０）

１７，５７７

（△０．２）

１６，３９４

（５．８）

５，６６６

（△０．９）

１８，２５４

（３．８）

１６，１９８

（△１．２）

５，６７０

（０．１）

１８，２２５

（△０．２）

１７，１８４

（６．１）

０．２

△１．０

４．１

△２．１

２．９

△２．５

△１．３

△０．５

５．３

財貨・サービ

スの移出入

（純）、統計上

の 不 突 合

△１５，７６９

（△１１．５）

△１７，５０１

（△１１．０）

△１７，１８１

（１．８）
△０．４ △２．３ △１．８

道内総生産

（支出側）

１９２，８７２

（０．９）

１９４，０２０

（０．６）

１９７，６６７

（１．９）
０．９ ０．４ ０．６

在庫増を除いているので合計は道内総生産と一致しない。

統計表２ 実質成長率の増加寄与度
（単位：％）

項 目 ２０１７年度 ２０１８年度 ２０１９年度

民間最終消費支出
政府最終消費支出
総固定資本形成

０．６
０．１
０．２

０．４
０．２
０．０

０．２
０．２
０．３

住宅投資
設備投資
公共投資

０．０
△０．１
０．３

△０．１
０．３
△０．２

△０．０
△０．０
０．４

財貨サービスの移出入
（純）、統計上の不突合

△０．０ △０．２ △０．２

道内総生産（支出側） ０．９ ０．４ ０．６

在庫増を除いているので合計は道内総生産と一致しない。

２０１９年度北海道経済の見通し

― １８ ―ほくよう調査レポート ２０１９年１月号
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統計表３ 道内総生産（生産側）
（単位：億円、％）

項 目
２０１７年度

（実績見込み）

２０１８年度

（見通し）

２０１９年度

（見通し）

前 年 度 比 伸 び 率

２０１７年度 ２０１８年度 ２０１９年度

一次産業

農 業

林 業

水 産 業

８，１８９

６，１４３

２３７

１，８０９

８，１２７

６，０９１

２３３

１，８０３

８，１６０

６，１２１

２３３

１，８０６

０．２

１．０

△０．２

△２．５

△０．８

△０．８

△１．５

△０．３

０．４

０．５

△０．２

０．２

二次産業

鉱 業

製 造 業

建 設 業

３６，２７８

２５４

１９，６１８

１６，４０６

３５，６２９

２５２

１９，２０９

１６，１６８

３６，５０６

２５０

１９，４７８

１６，７７８

０．６

△０．１

△１．１

２．８

△１．８

△０．７

△２．１

△１．４

２．５

△１．０

１．４

３．８

三次産業

電気・ガス・水道・
廃棄物処理業

卸売・小売業

運輸・郵便業

宿泊・飲食
サービス業

情報通信業

金融・保険業

不 動 産 業

専門・科学技術、
業務支援サービス業

公 務

教 育

保健衛生・
社会事業
そ の 他 の
サービス

１４６，９６９

５，４５９

２４，２０２

１５，６９３

５，０９７

７，２４４

５，９９６

２０，６８３

１３，５３６

１４，０７４

８，２７５

１８，４０６

８，３０５

１４８，７３２

５，５１６

２４，８９６

１５，８８２

５，０８１

７，３１５

５，９８６

２１，０５１

１３，６０７

１４，２３３

８，２６３

１８，５８１

８，３２０

１５１，０４７

５，６６５

２５，３８７

１６，２１４

５，３１６

７，２９６

５，９８１

２１，４７９

１３，７５９

１４，４５１

８，２６３

１８，８９３

８，３４４

０．９

２．１

１．５

２．３

２．７

０．４

△１．０

０．４

１．５

０．５

△０．６

０．４

０．１

１．２

１．１

２．９

１．２

△０．３

１．０

△０．２

１．８

０．５

１．１

△０．１

０．９

０．２

１．６

２．７

２．０

２．１

４．６

△０．３

△０．１

２．０

１．１

１．５

△０．０

１．７

０．３

道内総生産

（生産側）
１９２，８７２ １９４，０２０ １９７，６６７ ０．９ ０．６ １．９

四捨五入の関係や輸入品に課される税・関税、資本形成に係る消費税等を除いているので、合計は道内総生産と一致しない。

２０１９年度北海道経済の見通し

― １９ ― ほくよう調査レポート ２０１９年１月号

ｏ．２７０（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／００６～０１９　３１年度北海道経済見通し  2018.12.19 14.33.17  Page 19 



― ２０ ―ほくよう調査レポート ２０１９年１月号

「ドラッカーの名言から学ぶ～マネジメント入門」も５回目となります。これまでのテーマは

以下のとおりです。

第１回（２０１４年９月）―ドラッカー・マネジメントの総論（マネジメントの体系など）

第２回（２０１６年４月）―ミッションによる組織の方向づけのマネジメントなど

第３回（２０１７年１月）―事業の定義による組織の方向づけのマネジメント

第４回（２０１８年１月）―仕事のマネジメント

（注）バックナンバーは、北洋銀行ホームページ＞法人・個人事業主のお客さま＞ほくよう調査レポートでご
覧いただけます。

ドラッカー教授のマネジメントを用いる際に、有用になるのが「マネジメントの体系」です。

ドラッカー・マネジメントは「事業のマネジメント」「仕事のマネジメント」「人のマネジメント」

「セルフマネジメント」に分かれています。連載の第１回を読み返し、「マネジメントの体系」を

確認してから読んでいただければ一層理解が深まります。マネジメントの体系のうち、今回は

「人のマネジメント」について取り上げます。

さて本論に入る前にドラッカー教授の言葉に学ぶ意味をお伝えしておきたいと思います。ド

ラッカー教授の「名言」は、単に味わったり、理解したりする対象ではなく、実践して成果を出

すためにあります。言葉はマネジメントの道具です。名言から学ぶとは言葉を身体能力化するこ

とにほかなりません。

１．マネジメントの役割

「マネジメントの役割は何か」と問われて即答できる方は多くありません。ドラッカー教授が

挙げた三つの役割は、これまでの連載でも取り上げました。

マネジメントには、第一に、それぞれの組織に固有の目的とミッション、社会的な機能を果たす

役割がある。（中略）

第二に、マネジメントには、仕事を生産的なものとし、人に成果をあげさせる役割がある。（中

略）

第三に、マネジメントには、自らの組織が社会に与えるインパクトを処理するとともに、社会の

問題に貢献する役割がある。

『マネジメント〈上〉』（１９７３）p．４３‐４６

経営のアドバイス

ドラッカーの名言から学ぶ
マネジメント入門 その５

ドラッカー学会理事
佐藤等公認会計士事務所

佐藤 等
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経営のアドバイス

― ２１ ― ほくよう調査レポート ２０１９年１月号

マネジメントの第一の役割は、本連載「マネジメント入門」の第２回の主要テーマです。企業

は社会において特定の役割を担っているということです。「何でもできます」という企業は世の中

には存在しません。「これがわが社の役割である」と述べなければなりません。

第２回、第３回の記事はミッションと事業の定義による方向づけのマネジメントが主なテーマ

であり、これらは「事業のマネジメント」に属します。

マネジメントの第二の役割については、第４回「仕事のマネジメント」で取り上げました。事

業内容が変われば仕事が変わります。たとえば飲食業がインターネット通販という物販業を営む

ようになれば新しい種類の仕事が社内に出現します。その意味で仕事のマネジメントと事業のマ

ネジメントは密接に結びついているといえます。

主要な論点に「仕事の生産性」があります。この点、生産性をあげる対象は仕事であって、人

ではないことに注意が必要です。そもそも非生産的な仕事であれば、どんなに優秀な人がその仕

事を行ってもあまり成果はあがりません。その意味では、仕事のマネジメントという土台の上に

「人のマネジメント」があるといえます。

今回のテーマは「人のマネジメント」です。現場では、人が仕事を行っているので、そこで問

題が起きたとしてもどちらの側に主たる問題があるかが解からないという状況が多数見受けられ

ます。今回は、その一方である「人に成果をあげさせる役割」のために必要なこと、つまり「人

のマネジメント」について学んでいきます。

２．人のマネジメントの原点

「人のマネジメント」といえば、人材育成、モチベーションアップやコミュニケーションなど

課題は多数あります。多くの場合、単発のセミナーを受けるなど、これらの課題には個別対応し

ているのが現状ではないでしょうか。

また「人のマネジメント」における典型的な誤解は、人を支配やコントロールしようとするこ

とです。ドラッカー教授は、「働く人を雇うということは、人を雇うということである。手だけ

を雇うことはできない。手の所有者たる人がついて来る」というエルトン・メイヨ―の言葉を紹

介し、自ら「そして配偶者もついて来る」と述べ誤解の原因を記しました。

人は企業の所有物ではありません。人がもつ多面的な側面を理解しながらマネジメントを行う

ことが求められます。これは、人に関わる課題を個々的ではなく、分割できない全体としての一

人の人間を前提にするということです。
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経営のアドバイス

― ２２ ―ほくよう調査レポート ２０１９年１月号

働くことすなわち労働は人の活動である。人の本性でもある。論理ではない。力学である。そこ

には五つの次元ある。

『マネジメント［エッセンシャル版］』（１９７３）p．５８

仕事のマネジメントの原理は、分析と統合などの方法で論理的に対応すべきものです。しか

し、人のマネジメントの原理はまったく異質なものです。上記の言葉はそのことを示しています。

人にはそれぞれの経験や背景があり、能力やスキル、価値観や性格も異なります。これらは論

理的に割り切れるものではありません。人は非論理的で情緒的な存在です。ドラッカー教授が示

した５つの次元は、このことを示しています。人の多面性を理解して初めて人のマネジメントで

成果をあげることができます。以下に５つの側面を示します。

①人には生理的な側面がある― 人は機械ではなく、また機械のように働くこともありません。

人には、それぞれ独自の働くリズムやスピード、持続時間があり、それらを自らコントロール

する存在です。機械のスピードに仕事に合わせるのは、本来の姿ではありません。

仕事は論理的で非属人的なものですが、その仕事に各人の資質、強み、ワークスタイルとい

う属人的な要素を用いていくことが求められます。これを「働く」といいます。仕事

（work）と働くこと（working）を分けて考えることが重要です（第４回掲載参照）。

②人には心理的な側面がある― 働くことは人格の延長であるといいます。その中に自己実現の

源泉があります。苦楽は一対。仕事は、苦の元でもありますが、それゆえ楽しいと思える存在

です。毎日が休日だったとしたら、それは苦痛の種かもしれません。世のため人のために果た

す重責の中で、成果をあげ自己成長を実感していくことが重要です。

③人には社会的な側面がある― 人間は社会的な動物です。とくに組織社会では、組織に属し、

あるいは組織を相手に仕事をすることを求められます。それは、働くことは社会との絆を得る

重要な役割を果たしていることを意味します。人が社会的役割を担うということは、その存在

意義に関わり、人が働く活力の源泉になるということです。

④人には経済的な側面がある― 働くことは、生計の糧を得る手段です。さらに、人は組織を通

じて利益を獲得するための経営資源となり、組織の経営基盤を支えています。個人にとっても

組織にとっても２つの意味で経済的側面は重要だといえます。

⑤人には政治的な側面がある― 働くことは、誰かの影響を受けるということです。人は組織の

方向性の中で仕事をし、仕事の指示を受け、人事異動や昇進で仕事の役割や内容を変えます。

つまり働くことは、知らず知らずのうちに権力構造の中に身を置くことでもあります。ドラッ

カー教授は、これを政治的側面と表現しました。

人は、このように多面的な存在であり、バランスをとりながら働いています。これらの力学を
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経営のアドバイス

― ２３ ― ほくよう調査レポート ２０１９年１月号

理解することが「人のマネジメント」の基本です。以下で５つの側面と具体的なマネジメント上

の課題を明らかにします。

３．ヒトの強みを生かす

人の生理的な側面について考える時、最も大切なのは人の強みを生かすことです。次の言葉が

そのことを示しています。

自らがどのような仕事の仕方を得意とするかは、とくに知識労働者にとっては、強みと同じよう

に重要な問題である。実際には、強みよりも重要かもしれない。ところが驚くほど多くの人たち

が、仕事には、いろいろな仕方があることさえ知らない。そのため得意でない仕方で仕事をし、

当然成果は上がらないという状況に陥っている。

『明日を支配するもの』（１９９９）p．１９９

人がリズムやスピード、持続時間を一律に合わせて仕事をすることは、おそらく最も不得手な

ことの一つです。つまり、人が機械の動きに従って働くことは、人の生理的な側面を無視したや

り方です。

人は、これとは正反対に資質、強み、ワークスタールなど多様な個性をもった存在です。これ

を生かすことが成果の大きさを決定づけます。ヒト、モノ、カネと言われる経営資源のうち質的

に違いを出せるのは、人だけだからです。人のもつ経験や能力、スキルを知識といいます。事業

の独自化、差別化の源泉は、人のもつ知識の違いによるものです。

ここに人の強みのマネジメントの重要性があります。しかし一人ひとりの強みを知り、生かし

ている組織がどれだけあるでしょうか。人の強みを生かすことで事業の独自化、差別化を実現

し、自己開発と自己成長を促進させましょう。

４．内発的動機づけを行う

人の心理的な側面と経済的な側面を端的に表現した言葉があります。

知識労働者にとっても、他のあらゆる人間にとってと同様、金は重要である。しかし、彼らは金

を絶対的な価値とはしない。自らの成果や自己実現の代替とは認めない。仕事が生計の資だった

肉体労働者と違い、知識労働者にとって仕事はいきがいである。

『ネクスト・ソサェティ』（２００２）p．２６
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「人はなぜ働くのでしょうか」。とても根源的な問いです。ドラッカー教授の『非営利組織の

経営』（１９９９）を読むと、ボランティアはなぜ働くのかを考えさせられます。無償もしくは有償で

も少額の報酬で人は、なぜよく働くのでしょうか。逆に給料を払っていてもなぜ成果をあげる仕

事をしてくれないのかと嘆き節が聞こえてきます。

日本ではボランティアが欧米ほど盛んではないといわれていますが、災害時のボランティア活

動などを目にする機会も増えました。この一事は、人が働くのはお金だけのためではないという

ことを教えてくれます。

働くことが生きがいになれば、仕事をとおして自己実現する機会が増えてくることでしょう。

そのような働き方が出来なければ、時間を拘束されるだけの不自由な身の上です。人の生きがい

や働きがいは、モチベーションや動機づけの問題に通じています。

動機づけの基本は、内発的な動機づけです。金銭報酬など外発的な動機づけ要因では、真の働

きがいには結びつきません。もちろん金銭をはじめとした報酬が少なければ、モチベーションが

減退します。しかし、標準的な水準以上にこれらを増やしても継続的なモチベーションのアップ

にはつながらないことが明らかになっています。

内発的な動機づけとは、組織の成果に対する貢献目標を自ら立て、これを実行して、その結果

を自己評価することです。この過程で有能感を実感することが重要です。

会社が関与する昇給や賞与を決めるための目標管理とは、まったく異なるものですから注意が

必要です。前者の目的は、自己の成長のためであり、後者は部下などの仕事ぶりを評価し、会社

の方向づけを確実にするためのものです。

５．組織を方向づけ、コミュニケーションを図る

人は社会との関わりなしには生きていけません。現代社会では、核家族化が進み、地域のコ

ミュニティは希薄化しています。企業などの組織は、一種のコミュニティを形成しています。組

織のコミュニティ性は一時よりも弱まったとはいえ、多くの時間を過ごす人間集団であることに

変わりはありません。

組織社会では、働くことが人と社会をつなぐ主たる絆である。

『マネジメント〈上〉』（１９７３）p．２３６

家族などのコミュニティには目的は必要ありませんが、組織には目的が不可欠です。なぜなら

組織は、社会的な機関（道具）だからです。目的は、ミッション（使命）などと呼ばれていま

す。組織は、目的を実現するため、同一のビジョンや成果、同じ目標に向かって活動しなければ
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なりません。つまり組織には方向づけが必要です。

組織では、一定の方向づけの中で一人ひとりが自主性を発揮して成果をあげていきます。これ

らの方向性を共有することは、最も重要なコミュニケーションのテーマです。何度も繰り返し

て、同じイメージを持てるようになるまでコミュニケーションをとる必要があります。

まとまりのない組織の典型が、方向づけを欠くことです。そうなれば、組織は社会と人をつな

ぐ絆として機能することができません。どうやってコミュニケーションをとるかも大切ですが、

どんなテーマをコミュニケーションの対象とするかはもっと重要です。

６．設計された仕事を行う

組織に属するということは、誰かが決めた職場に配置され、決められた時間に出社し、誰かが

決めた仕事を日程どおりに行うことです。これを権力構造の中にあるといいます。

働く者全員が何らかの権力構造の中にあるということである。仕事に権力はつきものである。

『マネジメント〈上〉』（１９７３）p．２４５

組織が行う事業は、社会と無関係に存在することはできません。事業の価値は顧客が決めま

す。事業は仕事というプロセスを通して実現します。したがって仕事は顧客が決めると表現する

ことも可能です。現実には、あるべき仕事は顧客のために現場の誰かが決定します。

すべての人がその都度、自由に意思決定して仕事をしていたら大変です。混乱とコストの増加

で事業の継続性を保つことができません。これを回避するために、誰かが仕事の要素と手順を設

計します。つまり人は、他人が決めたことに従うという権力構造の中にいます。これは善悪の問

題ではなく機能的な問題です。常にその仕事は効果的に機能するのかを問うことが重要です。

仕事の決定や人の配置は、組織の誰かが決め、それに従うという権力構造の中にあります。こ

れは組織という機関（道具）を効率よく使うための人類の知恵です。

７．マネジャーは、５つの仕事を行う

以上述べた人の５つの側面を理解しながらマネジメントを行います。具体的には、ドラッカー

教授のマネジャーが行うべき５つの仕事の中に反映されています。

あらゆるマネジャーに共通する仕事は５つである。①目標を設定する。②組織する。

③動機づけとコミュニケーションを図る。④評価測定する。⑤人材を開発する。

『マネジメント〈エッセンシャル版〉』（１９７３）p．１２９
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これまで見てきたように「人のマネジメント」は論理的なものではありません。ドラッカー教

授が「力学」と表現したのは既述のとおりです。マネジャーが行う主な「人のマネジメント」に

は以下のものがあります。

第一に＜③動機づけとコミュニケーションを図る＞ことです。前者には、人の心理的な側面と

経済的な側面が反映されています（４参照）。後者には、人の社会的な側面も関係しています

（５参照）。

第二に＜⑤人材を開発する＞です。これは自己開発を各人が行うことを前提に、上司が他人の

自己開発を手伝うことです。自己開発は自己成長の手段です。教授は、組織が人の成長を請け負

うことはできないといいます。成長は、一人ひとりの努力と能力の結果だからです。これは働く

ことの生理的な側面を反映しています（３参照）。

第三に＜④評価測定する＞ことです。これは測定と評価に分かれ、後者は自己評価を意味して

います。自己成長のサイクルと関係しており、人の心理的な側面が反映されています（４参照）。

＜①目標を設定する＞と＜②組織する＞は、「人のマネジメント」の前提です。①目標の設定

は、組織やチームの目標の設定を意味し、組織を方向づける典型的な道具です。ここでは目標を

決める場への参画によるコミュニケーションが重要になります。

＜②組織する＞は、仕事を組織（設計）し、人を配置することを意味します。仕事を設計し、

生産的な仕事にすることは、「人のマネジメント」の土台となります。

今回はマネジメントの体系の４つの柱の一つである「人のマネジメント」の基本的な考え方を

記してきました。人のマネジメントは、事業のマネジメントや仕事のマネジメントを土台として

成り立っていることは、何度繰り返してもよいくらい重要です。しっかりした土台の上にしか

「人のマネジメント」は効果を発揮しません。

また「人のマネジメント」は、仕事のマネジメントのように論理的なものではなく、力学に依

存するということです。単なるハウツーではありません。これらの力学の背景にある人間の側面

を理解したうえで、人材育成や動機づけ、コミュニケーションなどの人のマネジメントに向き合

わなければなりません。

昨今、若年層の人材不足はとりわけ顕著です。採用や定着において、益々「人のマネジメン

ト」が重要な時代になっています。皆様の成果が実り多きことを念じながら筆をおきます。
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＜執筆者紹介＞

１９６１年函館市生まれ。ドラッカー学会理事。小樽商科大学大学院商学研究科修士課程修了。

佐藤等公認会計士事務所所長。株式会社ヒューマン・キャピタル・マネジメント取締役副社長。

新たな「知」、新たな「出会い」が新しい価値を創造する、をテーマにした会員制組織であるナレッ

ジプラザのアドバイザーで佐藤等公認会計士事務所所長。会計士として２５年以上経営をする傍ら、ピー

ター・F・ドラッカーを研究し『実践するドラッカー』シリーズの編著を手がけたドラッカー研究の第

一人者。ドラッカー学会理事も務める。自らドラッカーのマネジメント手法を実践できるノウハウとし

て体系化し、解りやすく指導し多数の経営者を開眼させている。創業期のベンチャーから、公開企業に

至るまで様々なステージの企業と、財務の視点に関わらず広い視点から「共に考え行動（※）」してい

る。（※事務所の経営理念で謳われている言葉 http : //www.satou-cpa.jp/）昨年、マネジメントを学ぶた

めのサイトweb＜Dラボ＞を開設した。http：//d-lab.management/

●著作

『実践するドラッカー［思考編］』（ダイヤモンド社）

『実践するドラッカー［行動編］』（ダイヤモンド社）

『実践するドラッカー［チーム編］』（ダイヤモンド社）

『実践するドラッカー［事業編］』（ダイヤモンド社）

『実践するドラッカー［利益とは何か］』（ダイヤモンド社）

『ドラッカーを読んだら会社が変わった！』（日経BP社）
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２０１７年 ２０１８年（１－９月）
人口（万人） GDP（兆円） GDP成長率（％） GDP（兆円） GDP成長率（％）

上海市 ２，４１８ ５１ ６．９ ４０ ６．６
江蘇省 ８，０２９ １４６ ７．２ １１４ ９．０
浙江省 ５，６５７ ８８ ７．８ ６８ ７．５
安徽省 ７，０５９ ４７ ８．５ ３７ ８．５

１市３省合計 ２３，１６３ ３３２ ７．５ ２５９ ８．２

１．各省及び上海市統計局発表 ２．GDPは実質 ３．合計GDP成長率はGDPによる加重平均

中国は今や国民総生産（GDP）が世界第２位の経済大国に発展しました。また中国の人口は約

１４億人であり日本と比肩できません。２０３０年には中国のGDPが米国を抜いて世界第１位になると

予測する調査報告（�）もあります。

過去４０年の中国は、�小平氏の提唱した改革開放が奏功し「世界の工場」として、世界各国か
ら投資を呼び込み、工場建設ラッシュとなりました。こうした投資・生産型経済はやがて急成長

を遂げ、国民の所得水準の向上から消費型経済へと発展し、世界の大消費地としての地位を確固

たるものにしました。本稿では「北海道はこの大消費地とどう向き合うか」という観点から、最

近の中国の消費動向についてご紹介していきます。

１．上海市を含めた長江デルタ経済地域について

現在、中国では、上海市と江蘇省、浙江省及び安徽省を含めた「長江デルタ一体化」という政

策が提唱されており、この経済圏は今後更に発展する事が期待されています。

上の表からわかる通り、この地域の人口は日本の約２倍、GDPは２０１７年の日本のGDP５３１．６兆

円（�）の半分以上（�）を稼ぎ出しており、当地域の消費や購買力の大きさを推し量ることができます。

日本国内では、「中国経済は減速している」との記事を目にしますが、昨今の米中貿易摩擦の

影響などで上海市は前年対比で減速傾向にあるものの、当地域全体では依然として高い伸び率を

維持しています。また、２０１８年度の中国GDP成長率は、各国際機関予測によると６．５－６．６％（�）と

アジアニュース

成長を続ける中国市場と
北海道企業の中国展開を見据えて

北洋銀行上海駐在員事務所
首席代表 矢萩 利浩

（�）PwC「長期的な経済展望 世界の経済秩序は２０５０年までにどう変化するのか？」より、MERベースでの
数値を参照。PPP（現地通貨）ベースでは２０１４年に抜いている。
https : //www.pwc.com/jp/ja/japan-knowledge/archive/assets/pdf/the-world-in-２０５０１７０５．pdf

（�）内閣府による発表。実質GDP ５３１，５５９．７（単位：１０億円）など参照。
https : //www.esri.cao.go.jp/jp/sna/data/data_list/sokuhou/files/２０１８/qe１８３/gdemenuja.html

（�）日本語での資料としては、ジェトロ上海事務所の「上海市概況」があり、２０１７年のGDPは３０，１３３．９億元
×＠１７円≒５１兆円として算出。
https : //www.jetro.go.jp/ext_images/world/asia/cn/katoh/pdf/overview_shanghai_２０１８０５．pdf
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なっており、全体を上回る成長率で推移しています。

２．中国インターネット通販（EC）の過熱ぶりについて

中国では、毎年１１月１１日（独身の日）に開催されるECの一大販促イベント「双十一」が今年

で１０年目を迎えました。これは、阿里巴巴集団（アリババグループ）の馬雲（ジャック・マー）

会長が同社のECサイト「天猫」などで２００９年から行ってきた販売促進イベントが定着したもの

で、今ではECサイト運営各社がバーゲンセールを展開している状況です。

そして、２０１８年１１月１１日のアリババグループのECサイト売上は、過去最高の２，１３５億元（約３

兆４，９８０億円）となりました（�）。また、中国業界２位の京東商城（JDドットコム）は、１～１１日

のセールで１，５９８億元（約２兆６，１８１億円）を売上げ、当社も過去最高を記録しました。大手２社

だけで３，７３３億元（約６兆１，１６１億円）の売上となり、実

に２０１７年（１～１２月）の日本の全国百貨店売上５兆

９，５３３億円（�）を凌ぐものです。中国の購買力の高さは、

この「双十一」からも感じ取ることができます。

注目すべきは、「双十一」の大販促イベントで「天

猫」を中心としたアリババグループの取引額のうち、海

外輸入品では日本が首位という点です。また製品分野別

では「健康食品」が首位で、最近の中国の健康に対する

意識の向上が垣間見えます（�）。

【「天猫」の売上 ２，１３５億元】 【「京東商城」の売上 １，５９８億元】

（�）世界銀行 ６．５％ http : //www.worldbank.org/ja/publication/global-economic-prospects
IMF ６．６％ https : //www.imf.org/en/Countries/CHN

（�）および（�）NNAの記事「双十一の取引額、海外輸入品では日本が首位」など。
https : //www.nna.jp/news/show/１８３５１８５

（�）日本百貨店協会の２０１７年データより。
http : //www.depart.or.jp/common_department_store_sale/list
集計対象の異なる経済産業省の「商業動態統計」によると２０１７年の百貨店売上（全国）は６兆５，５２８億
円となり、２社のセールのみによる売上規模はその約９３％にあたる事となる。

（�）阿里巴巴のサイトより
https : //www.alibaba.co.jp/news/２０１８/１１/２０１８‐１１１１‐global-shopping-festival.html
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中国では、「北海道」の認知度は極めて高く、一つのブランドともいえますので、このブラン

ド力を活用した中国展開は、１つの戦略になりうると感じます。

３．輸入特化大型見本市である中国国際輸入博覧会開催について

２０１８年１１月５日から「第１回中国国際輸入博覧会」が上海市虹橋ビジネスエリアにある大規模

展示場「上海国家会展中心」で開催されました。この輸入博は、２０１７年５月に北京で開かれた

「一帯一路」をテーマとした国際会議の場で、習近平国家主席が開催を表明したものです。

習主席は、この開催演説の中で、関税の更なる引下げ、通関の利便性向上、制度改革による輸

入コストの削減、クロスボーダー電子商取引（越境EC）等について発展・加速させる措置を講

じると表明しました。また、中国の巨大市場を更に開放し、対米貿易黒字を念頭に、輸入の拡大

に努めるとの考えを示しています。

この博覧会には、１７２カ国・地域から約３，６００社の企業・団体が参加しましたが、そのうち、日

本からは約４５０社の企業・団体が出展し、全体の１割強を占める最大勢力となりました。また、

北海道からは２２社の企業・団体が出展し、地域の中で最も存在感を示すこととなりました。更

【 「匠の饗宴」の様子 】
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に、北海道胆振東部地震の復興PRのため、高橋知事がビデオモニターにてプレゼンテーション

を行いました。

今回、日本企業のパビリオンで一際目を引いたのは、「匠の饗宴」をテーマに北海道産品を中

心とする食品を展示したブースです。北海道庁からは、辻副知事がブースを視察。磯崎経済産業

副大臣も訪問されました。

また北海道テレビ放送のパーソナリティーによる企業紹介や調理の実演と試食会、北海道観光

のPRが行われるなど、絶えず多くの来場者が訪れていました。

開催後、あるメディアが行った報道によると、会期中の入場者数は８０万人を超え、出展者と訪

れたバイヤーとの商談成約金額は５７８億３，０００万米ドル（約６兆５，８００億円）に達したそうです。

４．終わりに

中国が目覚ましい経済発展をする中で、何より中国人の消費購買力の大きさについてご理解頂

けたでしょうか。最後に、今回の輸入博覧会に来場された、北海道の方々の声をいくつかご紹介

します。

①日本では人口減少に伴う市場縮小の懸念があり、これに対応するためには別の市場を探す必要

があります。その中では、人口の多い、経済発展の著しい中国への展開は１つの選択肢だと思

います。

②今回の出展により中国の経済発展を実感することができました。この巨大市場に対するアプ

ローチを真剣に検討していきたいです。

③人口≒購買力です。大きな市場は大きな魅力です。

輸入博覧会の開催演説で、習主席は、今後１５年間で中国の輸入額（サービスを含む）が４０兆米

ドル（約４，５００兆円）を超えるとの見通しを示しました。

そして２０１８年は、日中平和友好条約締結４０周年の節目の年でした。５月には李克強首相が来

道、１０月には安倍首相も北京を訪問し、習国家主席及び李首相と個別に会談を行うなど、中国と

の関係は着実に改善段階に入っています。

北海道から上海へ４時間１５分（お帰りは３時間３５分）のフライト（�）で行くことができるという

「地の利」を生かし、隣国である中国への海外展開をご検討されてはいかがでしょうか。

（�）Trip.com調べ
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経済コラム 北斗星

原点に立ち返れ：消費税率引き上げ問題
政府は、消費税率の現行８％から１０％への引き上げを、予定通り明年２０１９年１０月から実施

する方針を明らかにしているが、一方で消費の落ち込みを懸念するあまり、種々の負担軽減

措置を導入しようとしている。最近の政策論議を見ると、施策の方向は当初の政策目的から

だんだん乖離し、様々な負担軽減論が横行し、事態はあたかも複雑骨折の様相を呈してい

る。

第１に、消費税率引き上げの目的であるが、そもそも狙いは、先進国の中で最も巨額な赤

字を計上してきている財政収支のバランスを回復する（赤字を削減する）ことにあった。し

かしながら、政府はここへ来て消費税の使途を組み換え、幼児教育の無償化を図るほか、度

重なる自然災害に鑑み国土強靭化に向けて公共事業を拡大するなど、消費税率の引き上げに

よる税収の増加分を新たな財政支出の財源に充てようとしている。財政収支のバランスを回

復しようとの当初の政策意図は薄れるばかりである。

第２に、政府は、消費税率の引き上げに伴い、消費意欲が削がれ景気にマイナスの影響が

出ることを懸念して、様々な消費者の負担軽減策を講じようとしている。自動車購入者に対

する燃費課税の軽減、住宅購入者・リフォーム者に対する税制優遇策、中小の小売店などで

キャッシュレス決済した消費者に購入額の５％（当初案は２％）分をポイント還元、飲食料

品などの消費税率の８％据え置き、プレミアム商品券の発行など様々な案が議論されてい

る。こうした消費税率の引き上げに伴う税負担効果の相殺を図れば図るほど、消費税の増収

効果は薄れる一方である。新聞報道によれば、日本銀行が試算したところ、消費税率の１０％

への引き上げの家計への直接的な負担は５．６兆円、様々な負担軽減策を実施すると家計の実

質負担増は２．２兆円ほどになるという。すなわち、消費税率の引き上げに伴う増収効果は、

半分以下になると見込まれる。

第３に、政府は、財政の基礎的収支のバランスを２０２０年度までに回復するとしていた目標

時期を、既に２０２５年度以降に延期した。また、本来２０１５年１０月に消費税率を１０％に引き上げ

る予定であったものを、２度にわたり時期を延期してきた。景気との関係で消費税率の引き

上げのタイミングがそんなに心配されるというのであれば、そもそも引き上げを延期するの

が筋であろう。景気との絡みで言えば、消費税率の引き上げは、景気がある程度良い時でな

ければ実施が難しい側面があるのは事実である。そこで明年引き上げを実施する覚悟を決め

たのであれば、ある程度景気への影響があったとしても、まっすぐ財政収支バランスの改善

を見据え、財政の赤字解消を先送りしないことが求められる。キャッシュレス社会化を推進

するというのであれば、複雑な小細工は避け、消費税率の引き上げと絡めることなく実施す

ればよい。果たして今、食料品に対する軽減税率適用にあたって、店内利用か、持ち帰りか

などという議論を行っている場合であろうか。このように見てくると、政府に対しては、政

策の原点に立ち返って、人気のない政策にも毅然と対応し、財政の収支バランスの改善とい

う目標にもう一度しっかり政策の軸足を戻してほしいと願わずにはいられない。

（平成３０年１２月１０日 北洋銀行顧問 横内 龍三）
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年月

鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国
２０１０年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１０年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１０年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１４年度 ９７．３ △３．９ ９８．４ △０．５ ９６．１ △５．３ ９７．５ △１．２ １０４．０ ５．１ １０４．９ ６．１
２０１５年度 r ９４．９ △２．５ r ９９．８ △０．７ r ９５．６ △０．５ r ９９．６ △１．０ r１００．７ △３．２ r ９５．２ ０．２
２０１６年度 r ９５．１ ０．２ r１００．６ ０．８ r ９４．２ △１．５ r１００．２ ０．６ r ９７．８ ２．９ r ９３．９ △１．４
２０１７年度 r ９７．２ ２．２ r１０３．５ ２．９ r ９７．４ ３．４ r１０２．４ ２．２ r１１０．９ １３．４ r ９８．８ ５．２

２０１７年７～９月 r ９６．６ △１．２ １０３．２ ０．０ ９６．９ △１．２ １０２．４ ０．１ r ９７．８ △２．０ ９９．１ ０．１
１０～１２月 r ９８．３ １．８ １０４．４ １．２ r ９８．３ １．５ r１０３．１ ０．７ r ９８．０ ０．２ １０１．１ ２．０

２０１８年１～３月 r ９６．２ △２．２ １０３．３ △１．１ r ９６．６ △１．７ １０１．８ △１．３ r１０１．２ ３．３ １０４．１ ３．０
４～６月 r ９８．２ ２．１ １０４．５ １．２ r ９７．１ ０．５ １０３．９ ２．１ r１０３．７ ２．５ １０１．４ △２．６
７～９月 ９１．９ △６．４ １０３．１ △１．４ ９２．４ △４．８ １０１．９ △２．０ １０１．０ △２．６ １０２．６ １．２

２０１７年 １０月 r ９８．０ ２．９ １０３．３ ０．３ r ９８．７ ２．０ １００．５ △０．９ r ９７．６ △０．２ １０２．０ ２．９
１１月 r ９７．９ △０．１ １０４．２ ０．９ r ９７．３ △１．４ １０３．５ ３．０ r ９８．２ ０．６ １００．８ △１．２
１２月 r ９９．１ １．２ １０５．８ １．５ r ９８．９ １．６ １０５．４ １．８ r ９８．０ △０．２ １０１．１ ０．３

２０１８年 １月 r ９５．２ △３．９ １００．８ △４．７ r ９５．８ △３．１ １００．２ △４．９ r ９９．３ １．３ １００．５ △０．６
２月 r ９５．２ ０．０ １０３．５ ２．７ r ９５．８ ０．０ １０１．９ １．７ r１０１．４ ２．１ １００．８ ０．３
３月 r ９８．２ ３．２ １０５．７ ２．１ r ９８．２ ２．５ １０３．４ １．５ r１０１．２ △０．２ １０４．１ ３．３
４月 r ９８．４ ０．２ １０５．４ △０．３ r ９９．１ ０．９ １０５．２ １．７ r１００．４ △０．８ １０３．２ △０．９
５月 r ９９．６ １．２ １０４．８ △０．６ r ９８．５ △０．６ １０３．０ △２．１ r１０３．２ ２．８ １０３．２ ０．０
６月 r ９６．６ △３．０ １０３．４ △１．３ r ９３．６ △５．０ １０３．６ ０．６ r１０３．７ ０．５ １０１．４ △１．７
７月 r ９６．０ △０．６ １０３．０ △０．４ r ９５．６ ２．１ １０１．４ △２．１ r１０１．９ △１．７ １０１．６ ０．２
８月 r ９３．６ △２．５ １０３．３ ０．３ r ９５．６ ０．０ １０３．２ １．８ r１０１．０ △０．９ １０１．４ △０．２
９月 r ８６．０ △８．１ １０２．９ △０．４ r ８６．１ △９．９ １０１．１ △２．０ r１０１．０ ０．０ １０２．６ １．２
１０月 p９５．１ １０．３ １０５．９ ２．９ p９４．４ ９．６ １０４．６ ３．５ p１０１．４ ０．４ １０１．３ △１．３

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業生産指数の年度は原指数による。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

百貨店・スーパー販売額
百貨店・スーパー計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２０１４年度 ９６７，５６３△１．０ １９９，９５２△０．９ ２０９，５４７ △４．１ ６７，０２１ △２．８ ７５８，０１６ △０．１ １３２，９３１ ０．０
２０１５年度 ９６１，５５４ ３．３ r １９９，４００ ２．７ ２１０，１９０ ０．３ ６７，９２３ １．３ ７５１，３６５ ４．０ r １３１，４７７ ３．３
２０１６年度 r ９５３，９０７ ０．４ r １９５，２６０△１．１ r ２０２，８４９ △３．５ r ６５，６０７ △３．４ r ７５１，０５８ １．６ r １２９，６５３ ０．０
２０１７年度 r ９６２，１１０ ０．９ r １９６，２２３ ０．５ r ２０１，２９１ △０．８ r ６５，３５４ △０．４ r ７６０，８１９ １．３ r １３０，８６９ ０．９

２０１７年７～９月 ２３３，９４７ ０．１ ４７，８０２ ０．７ ４７，８０６ △５．３ １５，３４６ △０．２ １８６，１４１ １．６ ３２，４５６ １．１
１０～１２月 ２６１，５１６ １．５ ５３，５２２ ０．７ ５７，２１８ ３．８ １８，６８１ ０．１ ２０４，２９８ ０．９ ３４，８４０ １．１

２０１８年１～３月 ２３７，１０８ １．２ ４７，７４３ ０．４ ５１，２７８ ０．６ １６，０６９ △１．１ １８５，８３０ １．４ ３１，６７４ １．２
４～６月 ２３１，１９６ ０．７ ４７，２５８ ０．２ ４５，９７９ ２．２ １５，２８０ ０．１ １８５，２１７ ０．４ ３１，９７８ ０．３
７～９月 ２３５，９３８ ０．９ ４７，８８８ ０．２ ４５，８６０ △４．１ １４，７３３ △４．０ １９０，０７８ ２．１ ３３，１５５ ２．２

２０１７年 １０月 ７８，００３△０．１ １５，８８８△０．５ １６，５２８ ２．６ ５，１６４ △１．５ ６１，４７５ △０．８ １０，７２４ ０．０
１１月 ７９，４９１ １．４ １６，７１３ １．４ １７，０５０ ３．５ ５，９２４ ２．２ ６２，４４１ ０．８ １０，７８９ １．０
１２月 r １０４，０２２ ３．０ r ２０，９２１ １．２ ２３，６４１ ５．０ r ７，５９４ △０．４ r ８０，３８１ ２．４ r １３，３２７ ２．１

２０１８年 １月 ８１，９３２ ０．７ １６，８２６ ０．５ １７，９２０ △０．９ ５，６５９ △１．４ ６４，０１３ １．２ １１，１６７ １．５
２月 ７３，７５９ １．７ １４，５６５ ０．５ １５，６５４ ２．９ ４，７０２ △１．５ ５８，１０５ １．４ ９，８６３ １．５
３月 ８１，４１７ １．２ １６，３５１ ０．３ １７，７０４ ０．２ ５，７０８ △０．４ ６３，７１２ １．５ １０，６４４ ０．６
４月 ７７，０５２ ０．８ １５，５６４△０．１ １５，１１５ ２．６ ５，００５ ０．２ ６１，９３８ ０．３ １０，５５８ △０．３
５月 ７６，８１８△０．４ １５，６６４△１．４ １５，０４０ ０．２ ４，９４４ △２．５ ６１，７７７ △０．５ １０，７２１ △０．８
６月 ７７，３２６ １．８ １６，０３０ ２．１ １５，８２４ ３．７ ５，３３１ ２．６ ６１，５０２ １．３ １０，６９９ １．９
７月 ８１，２４１△０．４ １７，００２△１．０ １６，７７８ △３．６ ５，６１７ △６．５ ６４，４６３ ０．５ １１，３８４ １．９
８月 ８０，１１４ １．４ １５，７５１ ０．６ １５，２９８ １．２ ４，５１５ △０．８ ６４，８１６ １．５ １１，２３６ １．２
９月 ７４，５８４ １．６ １５，１３５ １．１ １３，７８４ △９．９ ４，６００ △３．８ ６０，７９９ ４．６ １０，５３５ ３．４
１０月 ７７，１０５△１．２ １５，８６２△０．２ １６，２４２ △１．７ ５，１５９ △０．１ ６０，８６３ △１．０ １０，７０３ △０．２

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■百貨店・スーパー販売額の前年同月比は全店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

主要経済指標（１）

― ３３ ― ほくよう調査レポート ２０１９年１月号
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年月

専門量販店販売額
家電大型専門店 ドラッグストア ホームセンター

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２０１４年度 １３０，０３９ － ４１，７８１ － ２１０，７３８ － ４９，４２３ － １２８，５２２ － ３２，５１７ －
２０１５年度 １３６，８１６ ５．２ ４２，２８８ １．２ ２２９，８２０ ９．３ r ５４，７７６ ９．２ １３１，５８９ ２．４ r ３３，１５９ ２．０
２０１６年度 r １３６，９７８ ０．１ r ４１，９８４△０．７ r ２４２，７１４ ５．６ r ５７，７２９ ５．３ １２９，４９２ △１．６ r ３３，０４０ △０．４
２０１７年度 r １４１，３７７ ３．２ r ４３，３４３ ３．２ r ２５５，４６５ ５．３ r ６１，６２４ ６．４ １３０，２８９ ０．６ r ３２，９２０ △０．４

２０１７年７～９月 ３５，９５９ ５．７ １１，３２０ ５．８ r ６５，７０７ ５．８ １５，４５２ ６．５ ３３，０６７ １．６ ８，１９２ ０．１
１０～１２月 ３７，４９６ ４．０ １１，２８８ ３．７ ６３，９５１ ５．１ １５，７３０ ６．１ ３５，４５８ △０．２ ８，７２０ △０．８

２０１８年１～３月 ３６，８９７ ０．５ １０，９２６ ２．１ ６４，０４９ ４．８ １５，２０３ ７．４ ２５，０４５ １．２ ７，２２３ △０．３
４～６月 ３１，９１９ ２．９ １０，０９４ ２．９ ６４，９９６ ５．２ １６，０６３ ５．９ ３６，９５０ ０．６ ８，６１９ △１．９
７～９月 ３６，２９２ ０．９ １１，４２４ ０．９ ６７，８４２ ３．２ １６，３５１ ５．３ ３４，６３４ ４．７ ８，２６７ ０．９

２０１７年 １０月 １０，６４６△２．４ ３，１０５△０．６ ２１，０９７ ５．１ r ５，０４７ ４．９ １０，９７９ △１．９ ２，５９９ △５．１
１１月 １１，４４７ ５．９ ３，４３６ ５．６ ２１，０１８ ５．２ r ５，０２０ ６．６ １１，０５３ △０．６ ２，７５０ ０．５
１２月 １５，４０３ ７．４ ４，７４８ ５．３ ２１，８３６ ５．０ r ５，６６３ ６．８ １３，４２６ １．６ ３，３７１ １．６

２０１８年 １月 １２，９５４ ０．７ ３，８２１ ２．８ ２２，７０４ ４．２ ５，０５３ ７．０ ８，２６７ △２．８ ２，４１５ △０．７
２月 ９，９４５ １．７ ３，０７３ ３．８ ２１，４４８ ４．１ ４，８４４ ６．３ ７，２９３ ２．７ ２，１７５ △０．７
３月 １３，９９８△０．５ ４，０３２ ０．２ １９，８９７ ６．１ ５，３０７ ８．７ ９，４８５ ３．８ ２，６３３ ０．４
４月 １０，７９８△１．１ ３，３４２ ０．８ ２１，５１９ ６．０ ５，３３７ ７．８ １２，２９２ ４．１ ２，９７６ ０．５
５月 １０，３２２ ３．７ ３，２４９ ０．４ ２１，１０１ ４．５ ５，３２６ ３．９ １３，２３５ △２．９ ２，９５５ △５．４
６月 １０，７９９ ６．４ ３，５０４ ７．６ ２２，３７６ ５．２ ５，４００ ６．２ １１，４２３ １．２ ２，６８９ △０．４
７月 １２，８９５△９．１ ４，５２５△１．５ ２２，３７６ ０．７ ５，７０５ ６．０ １１，６３３ △３．３ ２，９３５ ０．８
８月 １１，３９６ ３．１ ３，５０８△１．６ ２３，２０５ ３．９ ５，４６９ ５．２ １１，２３４ △０．１ ２，７４０ △１．３
９月 １２，００１ １２．０ ３，３９２ ７．４ ２２，２６１ ５．２ ５，１７７ ４．６ １１，７６７ ２０．２ ２，５９３ ３．４
１０月 １０，８３５ １．８ ３，１０８ ０．１ ２１，６６６ ２．７ ５，３７７ ６．５ １１，５３２ ５．０ ２，７４６ ５．７

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■専門量販店販売額は２０１４年１月から調査を実施。

年月

コンビニエンスストア販売額 消費支出（二人以上の世帯） 来道者数 外国人入国者数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 北海道

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 円 前 年 同
月比（％） 円 前 年 同

月比（％） 千人 前 年 同
月比（％） 千人 前 年 同

月比（％）
２０１４年度 ５２８，４３４ ３．３ １０５，４４６ ５．３ ２５９，４６９ ０．２ ２８８，１８８ △１．８ １２，３０８ ０．３ ９３０ ３６．３
２０１５年度 ５４４，９６９ ３．１ １１１，２７９ ５．５ ２５５，０５８ △１．７ ２８５，５８８ △０．９ １２，８２３ ４．２ １，２４３ ３３．６
２０１６年度 ５５５，１０４ １．９ １１５，１８３ ３．４ ２６０，４０３ ２．１ ２８１，０３８ △１．６ １３，５０１ ５．３ １，３９４ １２．２
２０１７年度 ５６５，７３１ １．９ １１８，０１９ ２．３ ２６４，４３３ １．５ ２８４，５８７ １．３ １３，７７７ ２．０ １，７３６ ２４．５

２０１７年７～９月 １５１，２３３ １．６ ３１，０５７ ２．４ ２５３，７１２ ４．４ ２７６，１０６ ０．８ ４，１４９ ０．９ ４５９ ２６．９
１０～１２月 １４３，５１６ １．３ ２９，７８５ １．４ ２８６，６８１ ０．０ ２９４，１３０ １．３ ３，２８１ ２．５ ４４２ ２３．１

２０１８年１～３月 １３２，５５３ ２．２ ２７，９６８ ２．１ ２６５，７２２ ０．４ ２８５，５１６ ２．２ ３，０４８ １．８ ５１２ ２２．１
４～６月 １４１，０５７ １．９ ２９，６７８ １．６ ２４５，８３９ △２．３ ２８１，１２９ △０．５ ３，３１６ ０．５ ４０３ ２４．８
７～９月 １５３，４８９ １．５ ３１，８６７ ２．６ ２４５，１８８ △３．４ ２８２，３８０ ２．３ ３，６８２ △１１．２ ４６８ ２．０

２０１７年 １０月 ４８，１９０△０．１ ９，９８２ ０．６ ３０１，７８６ １３．２ ２８２，８７２ ０．３ １，２２１ ０．６ r １３７ １９．８
１１月 ４５，３３７ ２．２ ９，５２４ １．８ ２６３，１５９ △６．２ ２７７，３６１ ２．４ １，０４０ ４．１ r １２２ ３１．２
１２月 ４９，９８９ １．８ １０，２７９ １．８ ２９５，０９７ △５．６ ３２２，１５７ １．２ １，０２０ ３．３ r １８３ ２０．６

２０１８年 １月 ４４，５２５ １．８ ９，３２３ １．８ ２７２，７６１ △２．０ ２８９，７０３ ３．７ ９６０ △０．１ r １８５ １３．２
２月 ４１，６１９ ２．３ ８，６７５ １．６ ２３６，２２５ △６．２ ２６５，６１４ １．９ ９９９ ５．６ r １８４ ２４．５
３月 ４６，４０９ ２．５ ９，９６９ ２．８ ２８８，１８１ ９．２ ３０１，２３０ １．１ １，０９０ ０．０ p １４３ ３２．４
４月 ４５，３４８ ２．５ ９，７２１ ２．２ ２４６，９４０ △６．０ ２９４，４３９ △０．５ ９９１ ４．７ r １１９ ２３．０
５月 ４７，４８１ ０．２ ９，９７９ ０．１ ２５４，３２２ ９．５ ２８１，３０７ △０．６ １，１１７ △３．５ p １３５ ２２．９
６月 ４８，２２８ ３．１ ９，９７８ ２．５ ２３６，２５４ △９．１ ２６７，６４１ △０．４ １，２０８ １．０ r １４９ ２８．２
７月 ５２，６４４△０．３ １０，９００ １．３ ２４７，４３２ １．９ ２８３，３８７ １．５ １，３００ △１．０ p １９８ １１．４
８月 ５１，９３９ １．９ １０，７４５ ２．２ ２５２，４３６ △８．４ ２９２，４８１ ４．３ １，５３３ ０．２ p １７９ １１．０
９月 ４８，９０６ ３．１ １０，２２２ ４．５ ２３５，６９７ △２．９ ２７１，２７３ ０．９ １，０１７ △２２．１ p ９１ △２４．０
１０月 ４７，０７７△２．３ ９，９８６ ０．０ ２５７，７７８ △１４．６ ２９０，３９６ ２．７ １，１３２ △７．３ p １２１ △１２．３

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省、北海道 �北海道観光振興機構 法務省

■コンビニエンスストア販売額の前年同月比は全店
ベースによる。

■年度および四半期の数値は月平均
値。

■「p」は速報値。

主要経済指標（２）

― ３４ ―ほくよう調査レポート ２０１９年１月号
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年月

新設住宅着工戸数 民間非居住用建築物着工床面積 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸 前 年 同
月比（％） 百 戸 前 年 同

月比（％） 千㎡ 前 年 同
月比（％） 千㎡ 前 年 同

月比（％） 億 円 前 年 同
月比（％）

２０１４年度 ３２，２２５ △７．８ ８，８０５ △１０．８ １，７６９ △７．４ ４５，０１３ △５．９ ９７，８０５ ０．８
２０１５年度 ３４，３２９ ６．５ ９，２０５ ４．６ １，７６２ △０．４ ４４，０９８ △２．０ １０１，８３８ ４．１
２０１６年度 ３７，５１５ ９．３ ９，７４１ ５．８ １，８０９ ２．７ ４５，２９９ ２．７ １０２，３１５ ０．５
２０１７年度 ３７，０６２ △１．２ ９，４６４ △２．８ １，９８３ ９．６ ４７，２９３ ４．４ １０３，３８４ １．０

２０１７年７～９月 １０，５５３ △１．４ ２，４６９ △２．４ ６７９ １５．８ １２，２３８ ３．６ ２５，４７７ △２．５
１０～１２月 ９，７１０ △４．１ ２，４４５ △２．５ ４２１ ５．６ １１，５２１ ６．６ ２３，７３５ ０．０

２０１８年１～３月 ５，５９７ △６．３ ２，０５０ △８．２ ２２７ △７．２ １１，１４１ ４．０ ２８，５９５ ０．２
４～６月 １０，５６４ △５．７ ２，４５０ △２．０ ５６２ △１４．４ １２，１４６ △２．０ ２５，５７７ ８．０
７～９月 １０，１１７ △４．１ ２，４６４ △０．２ ５２８ △２２．３ １２，１８５ △０．４ ２６，７０９ ４．８

２０１７年 １０月 ３，６５４ △８．５ ８３１ △４．８ １８２ △１３．５ ４，０７６ １５．９ ７，４２８ ２．３
１１月 ３，４５５ △１．２ ８４７ △０．４ １３２ ３５．２ ４，０６６ ６．９ ７，６８０ ４．１
１２月 ２，６０１ △１．３ ７６８ △２．１ １０７ １８．１ ３，３８０ △３．０ ８，６２８ △５．０

２０１８年 １月 １，４１１ △８．１ ６６３ △１３．２ ６６ △３４．５ ３，５５９ △３．４ ６，８９３ ２．９
２月 １，３７３ △２４．８ ６９１ △２．６ ５６ ５１．２ ３，９３８ ０．９ ７，９５９ ２．４
３月 ２，８１３ ７．７ ６９６ △８．３ １０４ △１．６ ３，６４４ １６．７ １３，７４３ △２．４
４月 ３，９６３ △８．７ ８４２ ０．３ ２０２ １６．８ ４，１１３ ３．５ ８，６８９ ９．６
５月 ３，２８２ △４．８ ７９５ １．３ ２０５ △１０．２ ３，８２８ △５．２ ７，９１６ １６．５
６月 ３，３１９ △２．７ ８１３ △７．１ １５４ △３９．４ ４，２０６ △４．０ ８，９７３ ０．３
７月 ３，５４２ △１．５ ８２６ △０．７ １９７ △１０．３ ４，３２３ １３．２ ８，２２３ １３．９
８月 ３，４２２ ３．５ ８１９ １．６ １３４ △３８．９ ３，８３３ △７．６ ８，６３４ １２．６
９月 ３，１５３ △１３．７ ８１９ △１．５ １９７ △１８．１ ４，０２９ △５．７ ９，８５１ △７．０
１０月 ３，８４６ ５．３ ８３３ ０．３ １６７ △８．３ ４，０８０ ０．１ ７，７６２ ４．５

資料 国土交通省 国土交通省 内閣府

■「r」は修正値。 ■船舶・電力を除く民
需（原系列）。

年月

乗用車新車登録台数

北海道 全国
合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）
２０１４年度 １７９，４０３ △９．８ ５０，９４０ △８．３ ６０，３５９ △１３．３ ６８，１０４ △７．７ ４，４５３，５０９ △７．９
２０１５年度 １６８，７０８ △６．０ ５５，１６１ ８．３ ５９，３９０ △１．６ ５４，１５７ △２０．５ ４，１１５，４３６ △７．６
２０１６年度 １７６，０１８ ４．３ ６０，８９９ １０．４ ６２，４７４ ５．２ ５２，６４５ △２．８ ４，２４３，３９３ ３．１
２０１７年度 １８３，７７０ ４．４ ６２，８０７ ３．１ ６３，４４３ １．６ ５７，５２０ ９．３ ４，３４９，７７８ ２．５

２０１７年７～９月 ４６，６３９ ５．１ １５，０１８ △１．５ １７，０２７ ７．９ １４，５９４ ９．４ １，０６５，９４０ ４．１
１０～１２月 ３７，２６５ △０．７ １２，２６１ △０．９ １２，７４５ △４．０ １２，２５９ ３．２ ９７３，８０４ △１．６

２０１８年１～３月 ５０，６７２ △１．６ １８，９２５ ３．０ １５，２２０ △１２．４ １６，５２７ ４．８ １，３０３，９１１ △２．７
４～６月 ４６，５１２ △５．５ １４，６８５ △１１．６ １７，５７１ △４．８ １４，２５６ ０．８ ９８８，１１４ △１．８
７～９月 ４５，４６８ △２．５ １５，４９８ ３．２ １５，７３５ △７．６ １４，２３５ △２．５ １，０７５，２８４ ０．９

２０１７年 １０月 １２，４８０ ０．５ ４，０２０ △５．３ ４，２４５ ２．２ ４，２１５ ４．９ ３１０，７９１ △１．２
１１月 １３，１９８ △０．６ ４，１０２ ０．１ ４，６３７ △６．８ ４，４５９ ６．１ ３３２，７１４ △２．７
１２月 １１，５８７ △２．２ ４，１３９ ２．６ ３，８６３ △７．１ ３，５８５ △１．９ ３３０，２９９ △０．８

２０１８年 １月 １１，７０７ △４．７ ３，８４３ △８．５ ３，６４６ △１４．１ ４，２１８ ９．９ ３３９，５８１ △１．１
２月 １３，６５８ △３．５ ４，８２０ △３．１ ４，１４９ △８．５ ４，６８９ １．１ ４０１，８０４ △２．８
３月 ２５，３０７ ０．９ １０，２６２ １１．６ ７，４２５ △１３．６ ７，６２０ ４．６ ５６２，５２６ △３．６
４月 １４，３９８ △６．１ ４，３５５ △１８．４ ５，５４９ △２．９ ４，４９４ ５．３ ３０５，０２７ ２．６
５月 １４，３５６ △１．５ ４，５６５ △４．９ ５，３２５ １．９ ４，４６６ △１．７ ３０７，７２１ △１．５
６月 １７，７５８ △８．０ ５，７６５ △１０．８ ６，６９７ △１０．８ ５，２９６ △０．６ ３７５，３６６ △５．３
７月 １７，１６４ ２．８ ５，６８６ ６．６ ６，４９７ ０．７ ４，９８１ １．４ ３６８，８８７ ３．３
８月 １２，７４０ △４．０ ４，３８８ ４．９ ４，３９８ △１４．６ ３，９５４ ０．４ ３０２，３４０ ４．０
９月 １５，５６４ △６．６ ５，４２４ △１．４ ４，８４０ △１０．８ ５，３００ △７．７ ４０４，０５７ △３．３
１０月 １３，６８２ ９．６ ４，５８４ １４．０ ４，５１６ ６．４ ４，５８２ ８．７ ３４６，８７４ １１．６

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

主要経済指標（３）

― ３５ ― ほくよう調査レポート ２０１９年１月号
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年月

公共工事請負金額 有効求人倍率 新規求人数（常用） 完全失業率（常用）
北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
倍
原数値 人 前 年 同

月比（％） 人 前 年 同
月比（％）

％
原数値

２０１４年度 ８７５，３７０ △７．６ １４５，２２２ △０．３ ０．８６ １．００ ２９，９１３ ５．１ ７３８，８１１ ４．０ ３．９ ３．５
２０１５年度 ７７０，８１１ △１１．９ １３９，６７８ △３．８ ０．９６ １．１１ ３１，１８１ ４．２ ７６９，３８７ ４．１ ３．５ ３．３
２０１６年度 ８７７，６５３ １３．９ １４５，３９５ ４．１ １．０４ １．２５ ３１，９６６ ２．５ ８１１，１９０ ５．４ ３．６ ３．０
２０１７年度 ８８３，１１０ ０．６ １３９，０８１ △４．３ １．１１ １．３８ ３２，４３４ １．５ ８５３，６７１ ５．２ ３．２ ２．５

２０１７年７～９月 ２２２，６２９ １．１ ３７，５７３ △７．９ １．１１ １．３５ ３２，８０７ ０．４ ８４８，９９７ ５．４ ３．２ ２．８
１０～１２月 ９０，１３９ １２．３ ２８，３１９ １．１ １．１７ １．４６ ３０，７３８ ５．１ ８４０，１９２ ７．９ ２．９ ２．８

２０１８年１～３月 １３１，１１８ △２５．８ ２４，９３８ △１５．６ １．１５ １．５０ ３３，８５６ ０．５ ８９９，３５７ ２．５ ３．１ ２．５
４～６月 ４３６，７１４ △０．６ ４８，９７３ １．５ １．０８ １．３５ ３３，２８６ ２．９ ８５９，７７８ ４．１ ３．０ ２．４
７～９月 １９７，７３６ △１１．２ ３５，９４７ △４．３ １．１９ １．４５ ３２，６６３ △０．４ ８５３，５８７ ０．５ ２．８ ２．４

２０１７年 １０月 ４８，７７２ １５．６ １１，７１２ ３．９ １．１６ １．４１ ３４，４３４ ４．８ ８９９，１０４ ６．９ ↑ ２．７
１１月 ２５，４１１ ２２．４ ８，６３３ ５．０ １．１８ １．４６ ２９，９６５ ２．８ ８２５，５６８ ６．５ ２．９ ２．６
１２月 １５，９５４ △７．９ ７，９７３ △６．４ １．１８ １．５２ ２７，８１４ ８．１ ７９５，９０４ １０．４ ↓ ２．６

２０１８年 １月 １１，１１４ １．８ ６，１０１ △１２．８ １．１６ １．５２ ３３，９９０ ６．１ ９０４，５０２ ２．９ ↑ ２．４
２月 １７，７５５ △２２．３ ６，１３９ △２０．２ １．１６ １．５１ ３３，３３０ △２．７ ８９８，１７１ ０．９ ３．１ ２．５
３月 １０２，２４９ △２９．７ １２，６９７ △１４．５ １．１４ １．４６ ３４，２４８ △１．６ ８９５，３９７ ３．７ ↓ ２．５
４月 １５９，４０５ ８．６ ２１，７７７ ５．５ １．０７ １．３５ ３４，７９２ ４．８ ８６６，９３８ ４．９ ↑ ２．５
５月 １５４，９１１ △０．４ １２，８５７ ３．５ １．０７ １．３３ ３２，７０５ ３．１ ８５６，９３３ ６．６ ３．０ ２．２
６月 １２２，３９７ △１０．６ １４，３３９ △５．６ １．１０ １．３７ ３２，３６０ ０．８ ８５５，４６２ ０．９ ↓ ２．４
７月 ８８，５０９ △６．８ １２，５２０ △２．９ １．１６ １．４２ ３４，４６４ ６．６ ８５５，５１０ ４．３ ↑ ２．５
８月 ６６，７７８ △６．９ １１，２４１ △２．２ １．１８ １．４６ ３２，３７１ １．１ ８７２，７１０ ３．６ ２．８ ２．４
９月 ４２，４４８ △２４．１ １２，１８６ △７．６ １．２２ １．４８ ３１，１５３ △８．６ ８３２，５４１ △５．８ ↓ ２．３
１０月 ４５，９３７ △５．８ １２，８２３ ９．５ １．２１ １．４９ ３６，７４６ ６．７ ９４４，４３３ ５．０ － ２．４

資料 北海道建設業信用保証㈱ほか２社 厚生労働省
北海道労働局

厚生労働省
北海道労働局 総務省

■年度および四半期
の数値は月平均値。

■年度及び四半期の数値は、月平均値。■年度の数値は四
半期の平均値。

年月

消費者物価指数（生鮮食品除く総合） 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上） 円相場

（東京市場）
日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

２０１５年＝１００ 前 年 同
月比（％）２０１５年＝１００

前 年 同
月比（％） 件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
２０１４年度 １００．４ ３．０ １００．０ ２．８ ２９１ △１２．６ ９，５４３ △９．４ １０９．９２ １９，２０７
２０１５年度 ９９．８ △０．５ １００．０ ０．０ ２６５ △８．９ ８，６８４ △９．０ １２０．１３ １６，７５９
２０１６年度 ９９．６ △０．２ ９９．７ △０．２ ２７９ ５．３ ８，３８１ △３．５ １０８．３７ １８，９０９
２０１７年度 １００．９ １．３ １００．４ ０．７ ２６３ △５．７ ８，３６７ △０．２ １１０．８０ ２１，４５４

２０１７年７～９月 １００．６ １．２ １００．２ ０．６ ５９ △２０．３ ２，０３２ △２．６ １１１．０１ ２０，３５６
１０～１２月 １０１．２ １．５ １００．７ ０．９ ６５ ３．２ ２，１０６ １．０ １１２．９５ ２２，７６５

２０１８年１～３月 １０１．２ １．４ １００．５ ０．９ ６５ △１７．７ ２，０４１ △１．８ １０８．２０ ２１，４５４
４～６月 １０２．０ １．６ １０１．０ ０．８ ６４ △１３．５ ２，１５９ △１．３ １０９．０５ ２２，３０５
７～９月 １０２．３ １．７ １０１．１ ０．９ ５０ △１５．３ ２，０４５ ０．６ １１１．４４ ２４，１２０

２０１７年 １０月 １０１．０ １．４ １００．６ ０．８ ２０ △９．１ ７３３ ７．３ １１２．９６ ２２，０１２
１１月 １０１．２ １．５ １００．７ ０．９ ２７ ２８．６ ６７７ △２．３ １１２．９２ ２２，７２５
１２月 １０１．５ １．５ １００．７ ０．９ １８ △１０．０ ６９６ △２．０ １１２．９７ ２２，７６５

２０１８年 １月 １０１．０ １．３ １００．４ ０．９ １９ １１．８ ６３５ ５．０ １１０．７７ ２３，０９８
２月 １０１．２ １．６ １００．６ １．０ １９ △２６．９ ６１７ △１０．３ １０７．８２ ２２，０６８
３月 １０１．４ １．５ １００．６ ０．９ ２７ △２５．０ ７８９ ０．４ １０６．００ ２１，４５４
４月 １０１．８ １．５ １００．９ ０．７ １６ △２７．３ ６５０ △４．４ １０７．４３ ２２，４６８
５月 １０２．０ １．５ １０１．０ ０．７ ２７ △６．９ ７６７ △４．４ １０９．６９ ２２，２０２
６月 １０２．２ １．７ １０１．０ ０．８ １９ △１７．４ ６９０ △２．３ １１０．０３ ２２，３０５
７月 １０２．２ １．９ １００．９ ０．８ １８ △２１．７ ７０２ △１．７ １１１．３７ ２２，５５４
８月 １０２．２ １．６ １０１．２ ０．９ １８ １２．５ ６９４ ８．６ １１１．０６ ２２，８６５
９月 １０２．５ １．８ １０１．３ １．０ １７ △１５．０ ６２１ △８．５ １１１．８９ ２４，１２０
１０月 １０２．９ １．９ １０１．６ １．０ １５ △２５．０ ７３０ △０．４ １１２．７８ ２１，９２０

資料 総務省 ㈱東京商工リサーチ 日本銀行 日本経済新聞社

■年度及び四半期の数値は、月平均値。 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値。

主要経済指標（４）

― ３６ ―ほくよう調査レポート ２０１９年１月号
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年月

通関実績
輸出 輸入

北海道 全国 北海道 全国

百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
２０１４年度 ４６８，５１６ △０．７ ７４６，６７０ ５．４ １，３４９，５００ △２９．５ ８３７，９４８ △１．０
２０１５年度 ４７７，１７４ １．８ ７４１，１５１ △０．７ r１，１３２，８３４ △１６．１ r ７５２，２０４ △１０．２
２０１６年度 ３７５，８１３ △２１．２ ７１５，２５３ △３．５ r ９８３，２４０ △１３．２ r ６７５，２５３ △１０．２
２０１７年度 ３８１，３３０ １．５ ７９２，２２６ １０．８ １，２５３，３５８ ２７．５ ７６７，６９８ １３．７

２０１７年７～９月 ９５，３３２ ９．３ １９５，８３８ １５．１ r ２７６，８０３ ３２．８ r １８４，２６６ １４．８
１０～１２月 １００，９７０ １１．６ ２０９，１６８ １３．０ r ３２０，１８５ ２５．３ r ２０１，７６９ １７．０

２０１８年１～３月 ９３，７３９ △１０．２ １９９，３２２ ４．９ ３７１，３７４ １４．６ ２００，８７３ ７．５
４～６月 １００，９８９ １０．６ ２０１，９９１ ７．５ ３１７，１３１ １１．３ １９４，４０９ ７．５
７～９月 ９９，４１０ ４．３ ２０１，５９４ ２．９ ３４６，２２７ ２５．１ ２０７，１１７ １２．４

２０１７年 １０月 ３１，４３４ １９．６ ６６，９２９ １４．０ r ９４，６５４ ４０．７ r ６４，１４３ １９．０
１１月 ３２，７１０ ２７．１ ６９，２００ １６．２ r １０１，１６６ １６．０ r ６８，１４８ １７．３
１２月 ３６，８２６ △４．２ ７３，０３９ ９．４ r １２４，３６６ ２３．１ r ６９，４７７ １５．０

２０１８年 １月 ２８，５５６ ８．１ ６０，８６３ １２．３ r １３２，６１７ １４．０ r ７０，３４５ ８．０
２月 ３１，０１０ △８．３ ６４，６３３ １．８ r １１４，８６５ ３．７ r ６４，６３４ １６．６
３月 ３４，１７３ △２２．６ ７３，８２７ ２．１ r １２３，８９３ ２７．７ r ６５，８９３ △０．５
４月 ４１，３２０ １８．８ ６８，２２３ ７．８ r １０７，９１３ １０．７ r ６２，０１６ ６．０
５月 ２９，７５３ １１．７ ６３，２３６ ８．１ r １２８，３０１ ２１．２ p ６９，０６９ １４．１
６月 ２９，９１６ ０．２ ７０，５３２ ６．７ r ８０，９２９ △０．８ p ６３，３４８ ２．６
７月 ３１，８５６ △１．２ ６７，４７９ ３．９ p１０１，３６４ １０．４ p ６９，７９９ １４．６
８月 ３９，０９０ １４．８ ６６，９２０ ６．６ p１５７，５６１ ６８．３ p ７１，３０５ １５．３
９月 ２８，４６４ △１．９ ６７，１９４ △１．３ p ８７，２８６ △４．４ p ６５，８８１ ７．０
１０月 ３５，２２４ １２．１ ７２，４３９ ８．２ p１１５，９６５ ２２．５ p ７６，９４０ １９．９

資料 財務省、函館税関

■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

預貸金（国内銀行）
預金 貸出

北海道 全国 北海道 全国

億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
２０１４年度 １４９，３７７ ２．５ ６，７３７，４４８ ３．５ ９４，８２７ △０．２ ４，５１９，４３７ ３．３
２０１５年度 １５１，５４５ １．５ ７，０１５，１０９ ４．１ ９７，１５２ ２．５ ４，６４５，６０９ ２．８
２０１６年度 １５６，５９２ ３．３ ７，４５２，９４９ ６．２ ９９，３８２ ２．８ ４，７８４，９４２ ２．６
２０１７年度 １６１，３３４ ３．０ ７，７５１，５８７ ４．０ １０２，２１８ ２．９ ４，８９７，４６７ ２．４

２０１７年７～９月 １５６，９２９ ３．５ ７，５２０，９３６ ５．２ １００，４９８ ３．４ ４，８０９，６７１ ３．２
１０～１２月 １５９，５１２ ３．７ ７，６００，４８８ ４．１ １０２，２２５ ３．４ ４，８６１，１１２ ２．６

２０１８年１～３月 １６１，３３４ ３．０ ７，７５１，５８７ ４．０ １０２，２１８ ２．９ ４，８９７，４６７ ２．４
４～６月 １６１，８０６ ３．３ ７，７９４，７５９ ４．２ １０１，９７５ ３．１ ４，９１２，２４５ ３．０
７～９月 １６０，６４０ ２．４ ７，７３７，２０１ ２．９ １０１，８７３ １．４ ４，９５５，３０８ ３．０

２０１７年 １０月 １５６，７２８ ３．９ ７，５９１，６１７ ５．７ １００，６４１ ３．６ ４，７９２，８９９ ３．２
１１月 １５７，４５２ ３．６ ７，６３５，６２３ ５．３ １０１，３４９ ３．０ ４，８１１，０９５ ２．８
１２月 １５９，５１２ ３．７ ７，６００，４８８ ４．１ １０２，２２５ ３．４ ４，８６１，１１２ ２．６

２０１８年 １月 １５７，１８３ ３．６ ７，６２０，３５７ ４．１ １０２，０８１ ３．４ ４，８４７，９５５ ２．６
２月 １５７，８５８ ３．３ ７，６３４，４１８ ４．２ １０２，５４０ ３．５ ４，８４３，２９２ ２．３
３月 １６１，３３４ ３．０ ７，７５１，５８７ ４．０ １０２，２１８ ２．９ ４，８９７，４６７ ２．４
４月 １６０，７３４ ２．８ ７，８３３，２３３ ４．２ １０１，３９５ ２．７ ４，８８７，９６０ ２．７
５月 １６０，３７２ ２．０ ７，８４１，０２７ ４．２ １０１，１７５ ２．５ ４，８７５，６９６ ２．５
６月 １６１，８０６ ３．３ ７，７９４，７５９ ４．２ １０１，９７５ ３．１ ４，９１２，２４５ ３．０
７月 １５９，３８７ ２．６ ７，７２８，６０２ ２．７ １０２，１００ ２．５ ４，９０９，７２７ ２．９
８月 １６０，３１１ １．５ ７，７１３，１５１ ２．４ １０２，４９２ ２．６ ４，９１０，１３３ ３．０
９月 １６０，６４０ ２．４ ７，７３７，２０１ ２．９ １０１，８７３ １．４ ４，９５５，３０８ ３．０
１０月 １５９，８４５ ２．０ ７，７２７，９１５ １．８ １０２，４５１ １．８ ４，９３２，５４２ ２．９

資料 日本銀行

主要経済指標（５）

― ３７ ― ほくよう調査レポート ２０１９年１月号
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